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秋田公立美術大学
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モチーフは秋田県の

え、春一番に咲

表しています。

がんばれ中小企業

中小企業応援キャラクター

秋田県中小企業振興委員会

秋田公立美術大学の学生を対象
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の県花である

咲くふきのとうの
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がんばれ中小企業
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秋田県中小企業振興委員会の意見

対象に公募を実施

しました。 

である「ふきのとう

くふきのとうの力強さで

がんばれ中小企業！ 

がんばっけさん≫

意見を元に、

実施。同大学生

ふきのとう（ばっけ）」。

さで、県内中小企業

がんばっけさん≫ 

、平成２７

同大学生 荻谷有

）」。厳しい

県内中小企業の力
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総 務

企 画

団 体 ・ 金 融

ものづくり

技 術 振 興

地域産業活性化

食 品 工 業

企 業 支 援

輸送機産業振興

商業・創業支援

新エネルギー

エ コ タ ウ ン

産 業 保 安
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立 地 推 進

就 業 支 援
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企 業 総 務
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発 電 管 理
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工 業 用 水 道

（企業活性化・雇用対策本部事務局

貿易・経済交流
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２ 部内各課室事務分掌              （平成３０年４月１日） 

課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

産業政策課 総 務 班 

860-2211  

１ 人事評価、危機管理、メンタルヘルス、倫理保持に関すること。 

２ 人事・服務、叙勲・表彰、給与・旅費、福利厚生、文書管理に関すること。 

３ 予算・決算、監査・会検、財産管理・物品管理に関すること。 

４ 計量業務に関すること。 

５ 部内の連絡調整に関すること。 

６ 行政改革に関すること。 

７ 第三セクターに関すること。 

企 画 班 

860-2214  

１ 産業労働施策の企画・調整に関すること。 

２ 県議会に関すること。 

３ ふるさと秋田元気創造プランに関すること。 

４ あきた未来総合戦略に関すること。 

５ 中小企業振興条例に関すること。 

６ 経済雇用情勢に関すること 

７ 政策・事業評価に関すること。 

８ 国への提案・要望に関すること。 

９ 広報・広聴に関すること。 

10 他部局との連絡調整に関すること｡ 

11 秋田産業サポータークラブに関すること。 

12 ものづくり展示ホールに関すること。 

13 企業活性化・雇用対策本部に関すること。 

14 地域未来投資促進法に関すること。 

団体・金融班 

860-2215  

１ 商工会議所、商工会議所連合会に関すること。 

２ 商工会、商工会連合会に関すること。 

３ 中小企業団体中央会に関すること。 

４ 中小企業協同組合等に関すること。 

５ 商工団体組織活動強化費補助金に関すること。 

６ 事業協同組合等の台帳管理に関すること。 

７ 中小企業再生支援協議会、引継ぎ支援センターに関すること。 

８ 秋田県中小企業調停審議会に関すること。 

９ 公益法人に関すること。 

10 融資制度に関すること。 

11 信用保証協会に関すること。 

12 信用保証、信用保険法に関すること。 

13 金融危機管理に関すること。  

14 高度化事業（債権管理業務含む）に関すること。 

15 県単機械類貸与事業等に関すること。 

16 中小企業基盤整備機構に関すること。 

17 地域総合整備資金に関すること。 

18 企業立地促進資金に関すること。 

19 事業承継推進事業に関すること。 

20 事業承継ワーキンググループに関すること。 

21 経営承継円滑化法に関すること。 

22 小規模企業者元気づくり事業に関すること。 

23 中小企業振興臨時対策基金に関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

デジタル 

イノベーション 

戦略室 

デジタル 

イノベーション 

戦略班 

  860-2245 

１ 議会・予算・決算・監査に関すること。 

２ デジタルイノベーション推進事業に関すること。 

３ 情報関連産業マーケット開拓事業に関すること。 

４ 情報関連産業立地促進事業に関すること。 

５ ＩｏＴ等先進技術導入促進事業に関すること。 

６ デジタルイノベーションの活用による産業振興に関すること。 

 

地 域 産 業 

振 興 課 

ものづくり 

振 興 班 

  860-2241  

１ 企業の経営支援に関すること。 

２ (公財)あきた企業活性化センターの運営に関すること。 

３ 中小企業支援機関活動補助事業に関すること。 

４ ものづくり中核企業成長戦略推進事業に関すること。 

５ 企業競争力強化事業（企業相談・販路拡大支援事業）に関すること。 

６ プロフェッショナル人材活用促進事業に関すること。 

７ 戦略産業人材獲得支援事業に関すること。 

８ 女性が働きやすい職場環境整備事業に関すること。 

９ 議会・予算・決算に関すること。 

10 公益法人に関すること。 

11 栄典・表彰に関すること。 

12 公用車の管理に関すること。 

13 課の総務に関すること。 

 

技術振興班 

   860-2246  

１ 企業の技術支援に関すること。 

 ２ 企業競争力強化事業（事業化プロデュース事業）に関すること。 

３ 医療福祉関連産業成長促進事業に関すること。 

４ 先進がん医療等コア技術開発推進事業に関すること。 

５ 電源立地地域対策交付金に関すること。 

６ 産業技術センターに関すること。 

７ 知的財産有効活用事業に関すること。 

 ８ 産業デザイン活用促進事業に関すること。 

９ 国等の競争的研究資金公募事業に関すること。 

地 域 産 業 

活 性 化 班 

  860-2231  

１ 伝統的工芸品等の産業振興に関すること。 

２ かがやく未来型中小企業応援事業に関すること。 

３ あきた企業応援ファンドに関すること。 

４ 各種団体に関すること。 

５ 工業団体の連携に関すること。 

６ 企業競争力強化事業（団体連携等推進支援事業）に関すること。 

７ 提案型地域産業パワーアップ事業に関すること。 

８ 電気工事二法に関すること。 

９ 中小企業地域資源活用プログラムに関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

地 域 産 業 

振 興 課 

（つづき） 

 

食品工業班 

   860-2224  

１ 食品工業の振興に関すること。 

２ 食品製造事業者等の情報収集に関すること。 

３ 食品事業者基盤強化事業に関すること。 

企業支援班 

   860-2225  

１ 企業の生産性向上等の支援に関すること。 

２ 企業生産性向上事業に関すること。 

３ 経営革新計画の承認に関すること。 

輸送機産業 

振  興  室 

 

輸送機産業 

振興班 

  860-2242 

１ 議会・予算・決算・監査・財産管理に関すること。 

２ 自動車産業強化支援事業に関すること。 

３ 航空機産業強化支援事業に関すること。 

４ 新世代航空機部品製造拠点創生事業に関すること。 

５ 新世代パワーユニット中核拠点創生事業に関すること。 

６ 航空機システム電動化研究推進事業に関すること。 

産業集積課 立地支援班 

  860-2250  

１ 課内の連絡調整に関すること。 

２ 議会・予算・決算・監査に関すること。 

３ 課内物品管理及び文書管理に関すること。  

４ 工業団地の管理、分譲、貸付処分に関すること。 

５ 工業団地の造成・環境整備に関すること。 

６ 工業団地開発事業特別会計の管理に関すること。 

７ 工業団地の宣伝・広告に関すること。 

８ あきた企業立地促進助成事業に関すること。 

９ はばたく中小企業投資促進事業に関すること。 

10 本社機能等移転促進事業に関すること。 

11 貸工場活用型誘致促進事業に関すること。 

12 旧企業立地促進法(地域産業活性化協議会）に関すること。 

13 農村地域産業等導入促進法に関すること。 

14 工場立地法に関すること。 

立地推進班 

  860-2251  

１ 企業誘致の方針、活動計画に関すること。 

２ 誘致折衝及び受入等に関すること。 

３ 企業情報の収集・企業調査に関すること。 

４ リッチセミナー等の開催に関すること。 

５ 誘致済企業のフォローアップに関すること。 

６ 秋田県企業誘致推進協議会に関すること。 

７ 東北地域産業開発促進協議会に関すること。 

８ 企業立地の宣伝・広告に関すること。 

商業貿易課 

 

商業・創業 

支 援 班 

   860-2244  

１ 議会・予算・決算・監査に関すること。 

２ 商業・サービス業の振興に関すること。 

３ 起業の促進に関すること。 

４ 大規模小売店舗立地法に関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

商業貿易課 

（つづき） 

貿易・経済 

交 流 班 

860-2218  

１ 東アジア交流推進構想に関すること。 

２ 環日本海物流ネットワークの構築に関すること。 

３ 秋田港ポートセールス活動に関すること。 

４ 東アジア地域における経済交流の強化に関すること。 

５ 県内企業海外展開支援事業に関すること。 

６ 環日本海交流推進協議会に関すること。 

７ 貿易関係団体に関すること。 

８ 貿易に関する統計資料に関すること。 

資源ｴﾈﾙｷﾞｰ 

産 業 課 

 

新 ｴﾈﾙｷﾞｰ 

産 業 班 

  860―2281  

１ 議会・予算・決算・監査等に関すること。 

 ２ 新エネルギー産業の育成・創出に関すること。 

 ３ 都市ガスの安定供給に関すること。 

 ４ 地下資源（天然ガス・地熱など）に関すること。 

 ５ 秋田国家石油備蓄基地に関すること。 

 ６ 水資源の利活用、水需給調査に関すること。 

 ７ 電源立地地域対策交付金に関すること。 

 ８ 石油貯蔵施設立地対策交付金に関すること。 

エコタウン班 

  860-2283  

１ 秋田エコタウンプランの推進に関すること。 

 ２ 環境・リサイクル産業の振興に関すること。 

 ３ レアメタル等リサイクル資源特区に関すること。 

 ４ 金属鉱業の振興に関すること。 

 ５ 秋田県地下資源開発促進協議会に関すること。 

 ６ 秋田県鉱業会及び会員企業に関すること。 

７ 鉱業政策促進懇談会に関すること。 

 ８ 秋田県資源エネルギー開発議員連盟に関すること。 

産業保安班 

  860-2284  

１ 高圧ガス保安法の許認可及び立入検査等に関すること。 

 ２ 液化石油ガス法の許認可及び立入検査等に関すること。 

 ３ 採石法の許認可及び立入検査等に関すること。 

 ４ 火薬類取締法の許認可、保安検査及び立入検査等に関すること。 

 ５ 武器等製造法の許認可及び立入検査等に関すること。 

 ６ 休廃止鉱山鉱害防止事業等に関すること。 

 ７ 浅内鉱さい堆積場の管理、利活用に関すること。 

 ８ 全国金属鉱業振興対策協議会に関すること。 

９ 水質汚濁防止協議会に関すること。  

10 鉱業権に関すること。 

金    属 

リサイクル班 

0186-29-3100 

１ 金属資源リサイクルの共同研究・受託研究に関すること。 

 ２ 金属鉱業研修技術センターの管理運営に関すること。 

 ３ あきたエコタウンセンターの管理運営に関すること。 

 ４ （一財）秋田県資源技術開発機構の事業に関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

雇 用 労 働 

政 策 課 

就業支援班 

 860-2334  

１ 働き方改革の推進に関すること。 

２ 若年未就業者対策に関すること。 

３ 雇用情報の収集・分析に関すること。 

４（公財）秋田県ふるさと定住機構に関すること。 

５ 雇用開発支援事業に関すること。 

６ 出稼ぎ労働者援護に関すること。 

７ 地域雇用開発計画に関すること。 

８ 障害者及び中高年齢者の雇用対策に関すること。 

９ シルバー人材センターに関すること。 

10 公益法人に関すること。  

11 賃金・労働時間対策に関すること。  

12 労働条件等実態調査及び労使関係総合調査に関すること。 

13 労働団体等に関すること。 

14 労働委員会に関すること。 

15 労働教育に関すること。  

16 労働安全衛生に関すること。 

17 勤労女性及び勤労青少年の福祉施策に関すること。 

18 勤労身体障害者スポーツセンターに関すること。 

 

 

産業人材班 

 860-2301  

１ 職業能力開発計画に関すること。 

２ 秋田県職業能力開発審議会に関すること。 

３ 技術専門校の管理運営及び設備整備に関すること。 

４ 職業訓練指導員の試験及び免許証交付に関すること。 

５ 就業能力向上支援事業（委託による職業訓練）に関すること。 

６ 職業訓練手当に関すること。 

７ 認定職業訓練に関すること。 

８ 叙勲・褒章、卓越・優良技能者表彰に関すること。 

９ 技能検定に関すること。 

10 秋田県職業能力開発協会に関すること。 

11 職業能力開発促進大会に関すること。 

12 各種技能競技大会に関すること。  

13 技術専門校の訓練生に関すること。 

14 職業訓練にかかる各種報告に関すること。 

 15 障害者職業能力開発促進事業に関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

公営企業課 

 

企業総務班 

860-5011  

１ 人事評価、危機管理、メンタルヘルス、倫理保持に関すること。 

 ２ 人事・服務、表彰、給与・旅費、福利厚生、文書管理に関すること。 

 ３ 条例、規程等に関すること。 

 ４ 予算執行、物品の調達・出納保管に関すること。 

 ５ 職員労働組合に関すること。 

 ６ 職員安全衛生に関すること。 

 ７ 職員研修、資格取得に関すること。 

 ８ 課内庶務に関すること。 

９ 工事経理、入札審査会、入札に関すること。 

企画・経営班 

   860-5012  

１ 公営企業のあり方に関すること。 

 ２ 秋田県公営企業中期経営計画に関すること。 

 ３ 議会、広報、広聴に関すること。 

 ４ 経営評価及び事業評価に関すること。 

 ５ 電気事業の受・委託業務、減電補償に関すること。 

 ６ 県営発電所周辺地域等振興事業に関すること。 

 ７ 電気料金に関すること。 

 ８ 工業用水の料金（改定等）に関すること。 

９ 財産処分（旧横手発電、旧大館工水）に関すること。 

 10 公営電気事業経営者会議、地方公営企業連絡協議会に関すること。 

予算・経理班 

   860-5013  

１ 予算に関すること。 

 ２ 財政状況の公表に関すること。 

 ３ 企業債、補助金及び借入金に関すること。 

 ４ 財務規程に関すること。 

 ５ 出納（収納）取扱金融機関に関すること。 

 ６ 資金の管理・運用及び計画に関すること。 

 ７ 収入及び支出の審査に関すること。 

 ８ 例月出納検査に関すること。 

 ９ 決算及び監査に関すること。 

発電管理班 

860-5072  

１ 発電所の運用統括に関すること。 

２ 電気事業の電気・機械・通信設備の維持管理に関すること。 

 ３ 電気事業の電気・機械・通信設備の改良に関すること。 

４ 電気事業の電気・機械設備の細密点検に関すること。 

５ 発電所の長期計画に関すること。 

 ６ 発電所の電力需給及び作業計画に関すること。 

７ 電気事業の保安規程等に関すること。  

８ 特定水利許可（２３条）に関すること。 

９ 収入調定（電気料金・アロケ）に関すること。 

開発・調査班 

   860-5073  

１ 中小水力発電所の開発調査に関すること。 

２ 既存発電所の大規模改修に関すること。 

３ 成瀬発電所の建設に関すること。 

４ 太陽光、風力、バイオマス発電の可能性調査に関すること。 

５ 電気事業の長期開発計画に関すること。 
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課 室 名 担 当 分  掌  事  務 

公営企業課 

（つづき） 

企業施設班 

   860-5074  

１ 発電土木施設の維持管理に関すること。 

 ２ 発電土木施設の改良に関すること。 

３ 秋田工業用水道事業の土木施設の維持管理に関すること。 

４ 秋田工業用水道事業の土木施設の改良に関すること。 

５ 特定水利許可（２６条）に関すること。 

工業用水道班 

   860-5035  

１ 秋田工業用水道事業の機械・電気設備の維持管理に関すること。 

 ２ 秋田工業用水道事業の機械・電気設備の改良に関すること。 

 ３ 秋田工業用水道事業の指定管理者に関すること。 

 ４ 秋田工業用水の受水企業に関すること。 

 ５ 秋田工業用水道事業の長期改良計画に関すること。 

 ６ 工業用水の料金に関すること。 
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３ 関 係 地 方 機 関 

地 方 機 関 
郵 便 番 号  ・  住    所  ・  電 話 番 号  ・  ＦＡＸ番号 

主  な  業  務 

産 業 技 術 セ ン タ ー 

〒010-1623 秋田市新屋町字砂奴寄 4番地の 11 

TEL 018-862-3414 FAX 865-3949 

産業技術の研究開発とその成果の移転等による地域企業の研究開発の促

進、産業に関する知識及び技術の普及指導及び研修 

企 業 立 地 事 務 所  

〒102-0093 東京都千代田区平河町二丁目 6番 3号 都道府県会館 7階 

TEL 03-5212-9112 FAX 5212-9116 

企業誘致、秋田産業サポータークラブに関すること 

鷹 巣 技 術 専 門 校  

〒018-3301 北秋田市綴子字街道下 191 番地 

TEL 0186-62-1626  FAX 62-3923 

職業訓練（自動車整備科、建築工芸科、建設機械運転科） 

秋 田 技 術 専 門 校  

〒010-1623 秋田市新屋町字砂奴寄 4番地の 53 

TEL 018-895-7166 FAX 895-7061 

職業訓練（自動車整備科、オフィスビジネス科、メカトロニクス科、情報

システム科） 

大 曲 技 術 専 門 校  

〒014-0052 大仙市大曲川原町 2番 30 号  

TEL 0187-62-2457  FAX 62-3495 

職業訓練（機械システム科、電気システム科、建築施工科、色彩デザイン

科） 

東 京 事 務 所  

（総務企画課） 

〒102-0093 東京都千代田区平河町二丁目 6番 3号 都道府県会館 7階 

TEL 03-5212-9115 FAX 5212-9116 

Ａターン（移住・就職）、省庁・本庁との連絡調整・情報収集等に関するこ

と。 

大 阪 事 務 所  

〒530-0001 大阪市北区梅田 1丁目 3番 1-900  大阪駅前第一ビル 9階 

 （北東北三県大阪合同事務所内）      

TEL 06-6341-7897  FAX 6341-7979 

関西地区における県産品の販路拡大、観光誘客、企業誘致、Ａターン事業 

名 古 屋 事 務 所  

〒460-0008 名古屋市中区栄四丁目 1番 1号  中日ビル 4階 

 （北東北三県名古屋合同事務所内）    

TEL 052-252-2412  FAX 252-2413 

東海地区における県産品の販路拡大、観光誘客、Ａターン事業 

名古屋産業立地センター 

〒460-0008 名古屋市中区栄四丁目 1番 1号  中日ビル 10 階 

TEL 052-261-1806  FAX 252-2413 

企業誘致、ビジネスマッチング等に関する調査・連絡 
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地 方 機 関 
郵 便 番 号  ・  住    所  ・  電 話 番 号  ・  ＦＡＸ番号 

主  な  業  務 

福 岡 事 務 所  

〒810-0001 福岡市中央区天神二丁目 8番 34 号 住友生命福岡ビル 1階 

 （北東北三県福岡合同事務所内）       

TEL 092-736-1129  FAX 716-2037 

九州地区における県産品の販路拡大、観光誘客 

 

 

（地方公営企業） 

地 方 機 関 
郵 便 番 号  ・  住    所  ・  電 話 番 号  ・  ＦＡＸ番号 

主  な  業  務 

大 館 発 電 事 務 所  

〒017-0872 大館市片山町三丁目 14 番 5 号 

TEL 0186-42-7600 FAX 42-7555 

発電所の運転業務、給電業務、水車発電機・遠方監視制御装置等関連機器

の保守管理 

玉 川 発 電 事 務 所  

〒014-1204 仙北市田沢湖田沢字鎧畑 8番地の 1 

TEL 0187-42-2301 FAX 42-2305 

発電所の運転業務、給電業務、水車発電機・遠方監視制御装置等関連機器

の保守管理 

秋田発電・工業用水道事務所 

〒010-1423 秋田市仁井田字新中島 770 番地の 1 

TEL 018-839-2244 FAX 839-0046 

発電所の運転業務、給電業務、水車発電機・遠方監視制御装置等関連機器

の保守管理、工業用水道施設の工事の設計・施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 平成３０年度産業労働部 

予算の概要 
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Ⅱ 平成３０年度産業労働部予算の概要 
１ 平成３０年度秋田県一般会計予算 

 （１） 当初予算 

  

〔歳　　入〕
（単位　　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　　　　　較

１ 県 税 91,600,300 91,533,300 67,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 39,511,000 37,029,000 2,482,000

３ 地 方 譲 与 税 18,153,000 18,153,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 297,000 297,000

５ 地 方 交 付 税 191,463,000 195,297,000 △ 3,834,000

６ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 328,000 328,000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,908,190 1,566,272 1,341,918

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 6,256,947 6,330,505 △ 73,558

９ 国 庫 支 出 金 72,476,968 57,859,420 14,617,548

１０ 財 産 収 入 896,075 1,222,340 △ 326,265

１１ 寄 附 金 45,723 16,510 29,213

１２ 繰 入 金 19,036,593 20,106,177 △ 1,069,584

１３ 繰 越 金 1 1

１４ 諸 収 入 61,222,103 74,349,175 △ 13,127,072

１５ 県 債 76,065,100 59,470,300 16,594,800

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 580,260,000 563,558,000 16,702,000

〔歳　　出〕
（単位　　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　　　　　較

１ 議 会 費 1,206,870 1,218,107 △ 11,237

２ 総 務 費 25,451,019 25,077,142 373,877

３ 民 生 費 78,129,766 79,509,697 △ 1,379,931

４ 衛 生 費 15,333,809 13,968,301 1,365,508

５ 労 働 費 1,319,920 1,302,257 17,663

６ 農 林 水 産 業 費 51,648,136 40,766,772 10,881,364

７ 商 工 費 62,410,691 73,906,523 △ 11,495,832

８ 土 木 費 63,807,548 50,796,840 13,010,708

９ 警 察 費 26,689,038 24,820,777 1,868,261

１０ 教 育 費 105,602,088 108,076,074 △ 2,473,986

１１ 災 害 復 旧 費 8,932,403 5,342,546 3,589,857

１２ 公 債 費 101,717,612 101,472,764 244,848

１３ 諸 支 出 金 37,861,100 37,150,200 710,900

１４ 予 備 費 150,000 150,000

歳　　　　 　出 　　　　　合 　　　　　計 580,260,000 563,558,000 16,702,000
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２ 平成３０年度産業労働部課室別予算額 

 （１） 当初予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円　％

課 室 名 会　　計 款

２　総務費 23,660 100,369 △ 76,709 23.6

７　商工費 52,704,974 66,057,808 △ 13,352,834 79.8

特　別　会　計 1,240,058 1,601,835 △ 361,777 77.4

小　　　　　計 53,968,692 67,760,012 △ 13,791,320 79.6

一般会計 ７　商工費 2,349,621 2,041,384 308,237 115.1

小　　　　　計 2,349,621 2,041,384 308,237 115.1

一般会計 ７　商工費 150,592 278,129 △ 127,537 54.1

小　　　　　計 150,592 278,129 △ 127,537 54.1

一般会計 ７　商工費 2,410,070 3,704,994 △ 1,294,924 65.0

特　別　会　計 1,016,908 1,012,868 4,040 100.4

小　　　　　計 3,426,978 4,717,862 △ 1,290,884 72.6

一般会計 ７　商工費 365,537 335,007 30,530 109.1

小　　　　　計 365,537 335,007 30,530 109.1

２　総務費 255,468 255,754 △ 286 99.9

４　衛生費 148,650 62,457 86,193 238.0

７　商工費 1,658,556 1,045,608 612,948 158.6

小　　　　　計 2,062,674 1,363,819 698,855 151.2

一般会計 ５　労働費 1,222,267 1,157,525 64,742 105.6

小　　　　　計 1,222,267 1,157,525 64,742 105.6

２　総務費 279,128 356,123 △ 76,995 78.4

４　衛生費 148,650 62,457 86,193 238.0

５　労働費 1,222,267 1,157,525 64,742 105.6

計 61,289,395 75,039,035 △ 13,749,640 81.7

特　別　会　計 2,256,966 2,614,703 △ 357,737 86.3

総　　　　　計 63,546,361 77,653,738 △ 14,107,377 81.8

（企業会計を除く）

73,462,930 △ 13,823,580 81.2

雇 用 労 働 政 策 課

一般会計
部 計

７　商工費 59,639,350

地 域 産 業 振 興 課

輸 送 機 産 業
振 興 室

産 業 集 積 課

商 業 貿 易 課

資 源 エ ネ ル ギ ー
産 業 課

一般会計

本年度予算額(A)
前年度６月現計

予算額(B)
増減(A)－(B) 対前年比(A)/(B)

産 業 政 策 課

一般会計
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 単位：千円　　％

課　名 会計 事業名 本年度予算額（Ａ）
前年度6月補正後
現計予算額（Ｂ）

増減(A)-(B) 対前年度比(A)/(B)

4,280,269 3,469,144 811,125 123.4

3,592,723 3,293,321 299,402 109.1

687,546 175,823 511,723 391.0

854,422 804,928 49,494 106.1

783,810 703,590 80,220 111.4

70,612 101,338 △30,726 69.7

25,016 457,938 △432,922 5.5

1,763,282 2,646,112 △882,830 66.6

△1,738,266 △2,188,174 449,908 79.4

補てん財源 1,738,266 2,188,174 △449,908 79.4

過年度分内部留保資金 1,632,899 2,092,745 △459,846 78.0

当年度分内部留保資金 105,367 95,429 9,938 110.4

1,060,053 1,058,352 1,701 100.2

972,135 964,512 7,623 100.8

87,918 93,840 △5,922 93.7

326,815 327,350 △535 99.8

326,056 325,500 556 100.2

759 1,850 △1,091 41.0

0 0 0 0.0

267,592 218,650 48,942 122.4

△267,592 △218,650 △48,942 122.4

補てん財源 267,592 218,650 48,942 122.4

過年度分内部留保資金 259,594 211,716 47,878 122.6

当年度分内部留保資金 7,998 6,934 1,064 115.3

5,340,322 4,527,496 812,826 118.0

4,564,858 4,257,833 307,025 107.2

775,464 269,663 505,801 287.6

1,181,237 1,132,278 48,959 104.3

1,109,866 1,029,090 80,776 107.8

71,371 103,188 △31,817 69.2

25,016 457,938 △432,922 5.5

2,030,874 2,864,762 △833,888 70.9

△2,005,858 △2,406,824 400,966 83.3

補てん財源 2,005,858 2,406,824 △400,966 83.3

過年度分内部留保資金 1,892,493 2,304,461 △411,968 82.1

当年度分内部留保資金 113,365 102,363 11,002 110.7
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資
本
的
収
支

収入　Ａ

支出　Ｂ

収支差　Ａ－Ｂ＝Ｃ

計

収
益
的
収
支

収入　Ａ

支出　Ｂ

収支差　Ａ－Ｂ＝Ｃ

＊当年度発生損益勘定
留保資金

減価償却費

固定資産除却損等

資
本
的
収
支

収入　Ａ

支出　Ｂ

収支差
Ａ－Ｂ＝Ｃ
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Ⅲ 平成３０年度産業労働部重点施策 
１ 本県の現状と課題、今後の取組 

○ 現状と課題 

・ 産業構造 

  本県の産業は、全国に比べ、経済波及効果が大きい製造業の全産業に占める割合が低く、そ

の製造業においても、景気動向に左右されやすい電子部品・デバイス産業が製造品出荷額等の

約 27％を占めるリーディング産業となっていることから、足腰が弱く安定性に欠ける傾向があ

ります。加えて、下請型・加工組立型が多いことから、付加価値生産性が全国でも低位となっ

ており、競争力が相対的に弱いといった課題があります。 

 

・ 経済雇用情勢 

   県内経済は、個人消費に緩やかな持ち直しの動きが見られ、製造業が緩やかに増加している

ほか、有効求人倍率が過去最高の水準で推移しているなど、全体として改善に向けた動きが続

いています。 

しかし、有効求人倍率については、職種によりばらつきが見られ、求人ニーズと求職ニーズ

のズレによる雇用のミスマッチや人材不足が課題となっています。 

 

・ 第４次産業革命の進展 

  近年、世界的に進展している第４次産業革命は、技術、ビジネスモデル、働き手に求められ

るスキルや働き方まで、これまでの産業構造や就業構造を大きく変化させつつあります。本県

の産業振興を図るためには、その技術を現場で生かすことのみならず、ICT 人材の確保や育成

への取組、イノベーションを生かした新たなビジネスの創出など、その波に乗り遅れることな

く、将来を見据えた対応を進める必要があります。 

  

・ 市場のグローバル化 

  世界経済の成長率を見ると、日本を含む先進国に比べ、中国やインド、ＡＳＥＡＮ諸国の経

済成長は、高い成長率を維持しています。 

また、交渉が妥結した日欧ＥＰＡやＴＰＰ１１など、今後も地域貿易協定の締結が活発化し、

貿易の活性化が見込まれる中、人口減少により市場の縮小が進む本県においては、企業の海外

展開支援、特に地理的優位性のある環日本海地域をはじめとしたアジア諸国への事業展開を促

進し、成長市場を取り込むことによって産業の活性化を図る必要があります。 

   

○ 今後の取組 

  こうした現状と課題を踏まえ、新たに策定した「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」及び

「秋田県中小企業振興条例」の新たな指針「中小企業・小規模企業者の元気をつくる秋田県の

指針」に基づく施策・事業を着実に推進するとともに、国の地方創生推進交付金や地域未来投

資促進法の基本方針に基づく地域の特性を活用した事業を展開することにより、本県産業の活

性化、ひいては若者に魅力的な雇用の創出により、本県の最重要課題である人口減少の克服に

寄与します。 
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  具体的には、成長分野である航空機、自動車、新エネルギー関連、医療福祉関連及び情報関

連産業への県内企業の参入促進や企業間連携によるサプライチェーンの形成促進、コネクター

ハブ機能を担う中核企業の創出・育成により、本県経済を多様な産業分野により牽引すること

のできる重層的な産業構造を構築します。 

また、地域経済の活性化と安定的な雇用の創出にとって不可欠な中小企業・小規模企業者の

持続的発展のため、相談機能や各種制度融資の充実による経営力の向上、設備投資等の支援を

通じた付加価値の高い商品・サービスの開発促進に取り組むとともに、成長著しい東アジア・

東南アジア等への海外展開支援や成長産業等の県内への立地を促進するなど、県内経済の拡大

を図ります。 

  こうした取組を進めるにあたっては、ＩｏＴやＡＩなど第４次産業革命のイノベーションの

活用や、女性や若者の活躍促進、産業人材の確保・育成を重視します。 

  特に、産業人材の確保については、賃金などの処遇や就労環境の改善、多様な働き方の導入

等、｢働き方改革｣の促進により雇用の質を高めるとともに、企業の魅力発信力の強化や移住・

定住施策と連携した取組、教育庁との連携等を進め、より強力に若者等の県内就職を促進しま

す。 

 

２ 変革する社会へ果敢に挑む産業振興戦略 

 

新たに策定された「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」（平成３０年度～平成３３年度）の戦

略「変革する社会へ果敢に挑む産業振興戦略」に基づき、県内産業の付加価値生産性の向上によ

る地域経済循環の活性化、中小企業の持続的な発展による地域経済の活性化と安定的な雇用の創

出、東アジア・東南アジア等の成長市場と国内需要の取り込みによる県内経済の拡大を目指すと

ともに、｢働き方改革｣の促進により、多様な働き方により多様な人材が活躍する｢働きやすい秋田｣

を実現し、産業人材を確保します。 

 

 ■重点的取組 

施策１： 

  成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成 

○ 競争力強化による航空機産業と自動車産業の成長促進 

      航空機産業や自動車産業への県内企業の参入を促進するとともに、一貫工程化に向けたサプライ

チェーンの形成を促進し、地域の競争力を強化します。 

○ 地域資源を活用した新エネルギー関連産業の振興 

      「新エネルギー立県秋田」の創造に向け、本県が持つ多様かつ豊富なエネルギー資源のポテンシ

ャルを活用し、洋上を含む風力発電や地熱発電等、各地域の特性に応じた新エネルギーの導入拡大
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を図るとともに、部品供給等の関連産業への県内企業の参入を促進し、県内への経済波及効果の最

大化と雇用の創出を図ります。 

○ 産学官連携による医療福祉関連産業の育成 

      医療福祉機器に関する研究開発の拠点形成やサプライチェーンの形成、産学官連携による医療・

福祉ニーズに基づいた新技術や新商品の開発を促進するとともに、それらを支える人材の育成を図

ります。 

○ 大規模市場へ参入する情報関連産業の振興 

      第４次産業革命の進展により、市場が拡大し急速な成長が見込まれる情報関連産業において、県

内企業の競争力強化を図るとともに、首都圏や海外からの受注の拡大や情報関連産業の集積、高度

技術者の育成を進めます。 

 ○ コネクターハブ機能を担う中核企業の育成と技術イノベーションの創出 

   地域経済全体の底上げに寄与するコネクターハブ機能を担う中核企業を創出・育成します。 

   また、ＩｏＴやＡＩ、ロボット等の技術の先導的な研究や、これらの技術の普及・導入を促進す

ることにより、第４次産業革命に乗り遅れることなく、その技術を生かした生産性や付加価値の向

上を図るとともに、製品開発の取組を支援します。 

○ 県内外の知見を取り込んだ科学技術の活用 

 （あきた未来創造部あきた未来戦略課所管） 

秋田をフィールドとして、県内大学や公設試験研究機関、県内企業が首都圏等の大学や研究機関

と連携した研究活動を実施し、将来にわたって持続的に優位を築くことができるよう、最新のテク

ノロジーや核となる技術シーズ等を活用して、県内産業の成長を促進します。 

 

施策２： 

  中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上  

○ 持続的発展に向けた企業の経営基盤の強化 

      経営等に対する相談支援体制の充実や設備投資に対する支援、円滑な資金提供により、企業の経

営力向上を図ります。 

また、企業や若者、学校等に対し広く「秋田県中小企業振興条例」の普及促進を図り、企業の自

発的な活動や、将来を担う人材の育成につなげます。 

○ 将来を見据えた起業の促進と事業承継の推進 

      県内における起業を促進し、雇用の創出や若者の県内定着につなげるとともに、中小企業の円滑

な事業承継により、雇用の維持や技術の承継、経済の活性化を図ります。 

 ○ 多様化する消費者ニーズや物流に対応した商業・サービス業の振興 

   商業者による個店の魅力向上や商店街の活性化を図るとともに、本県の地域課題を解決する新サ

ービスの創出や、今後成長が見込まれるサービス分野への参入を促進します。 
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 ○ 歴史に磨かれた伝統的工芸品等産業の活性化 

    長い歴史に磨かれてきた伝統技術の次世代への継承を促進するとともに、魅力ある商品の開発や

販路の開拓により伝統的工芸品等産業の活性化を図ります。 

 ○ 食品製造業の競争力強化 

国内外の市場で勝ち抜くため、経営基盤の強化や事業拡充を進めようとする食品事業者の取組を

支援し、食品製造業の競争力強化を図ります。 

 ○ 地域を支える建設産業の振興 

（建設部技術管理課所管） 

 災害対応や除排雪作業、インフラの整備・維持管理の担い手として、将来にわたり地域を支える

建設産業の維持・活性化を図ります。 

 

施策３： 

  国内外の成長市場の取り込みと投資の促進  

○ 成長する東アジア・東南アジア等との経済交流と企業の海外展開支援 

    東アジア・東南アジア等の経済成長を秋田に取り込むため、経済交流の拡大を図るとともに、県

内企業の海外展開を促進します。 

○ 環日本海交流や地域の拠点となる港湾の機能強化 

 （建設部港湾空港課所管） 

  環日本海交流の拠点として秋田港の国際競争力を向上させるため、電力需要やコンテナ取扱量の

増大など、社会情勢の変化や新たなニーズに対応した港湾施設の機能強化を図ります。 

○ 成長産業等の誘致と企業の投資促進 

      成長産業等の誘致、先進的なベンチャー企業の誘致を推進するとともに、誘致済企業と県内企業

が技術・製品・サービスを相互に補完し合い双方がメリットを享受できるようフォローアップを進

めます。 

 ○ 環境・リサイクル産業の集積促進 

   鉱山関連基盤や県北部を中心に整備されたリサイクル施設等を活用して低・未利用資源のリサイ

クルを進め、持続可能な資源循環型社会を構築するとともに、環境・リサイクル産業の集積を促進

します。 

 

施策４： 

  産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備 

○ 多様な人材の活躍を可能にする「働き方改革」の促進と県内就職促進 

賃金などの処遇や就労環境の改善、福利厚生の充実、多様な働き方の導入等により雇用の質を高

め、女性や若者、高齢者、Ａターン希望者等にとって魅力ある職場づくりを促進するとともに、多
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様な人材の県内就職を支援します。 

○ 社会のニーズや就業構造の変革に対応した産業人材の確保・育成 

    第４次産業革命の進展により広範な産業において求められるＩＣＴ人材の確保・育成を図るほか、

成長分野等を支える人材の育成や職業訓練を進めます。 

○ 建設人材の確保・育成 

 （建設部建設政策課所管） 

  産学官が一体となって建設人材の確保・育成を推進するとともに、建設産業団体が実施する若年・

女性向けの魅力発信やキャリアアップの取組を支援します。 

○ きめ細かなサポートによる大学生等の県内定着・回帰促進 

 （あきた未来創造部移住・定住促進課所管） 

  進学を機に県外に転出している大学生等については、各種就職支援情報や県内企業とのマッチン

グ機会の提供のほか、県内就職に向けた意識を醸成する取組等により秋田への回帰を促進します。     

また、県内大学へ進学した学生については、大学と連携して県内定着を進めます。 

○ 的確な情報提供をベースにした高校生の県内定着促進 

 （あきた未来創造部移住・定住促進課所管） 

  県内企業の魅力紹介やマッチングの支援により、高校生の県内就職率を高めるとともに、大学進

学後の県内回帰も見据えた取組を進めます。 

また、若者の県内定着の観点から、離職者の抑制にも取り組みます。 

○ 地元企業等とのネットワークを生かした、社会の要請に応える専門教育の充実 

 （教育庁高校教育課所管） 

  産業教育のフィールドを地域に広げる観点から、学校と地元企業とのネットワークを活用し、専

門教育の充実を図ります。 
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充実 

円滑化 

円滑化 

 】 
創出 

転換へ

企業元気づくり

っており、その

推進し、本県経済

平成２６年秋田県条例第

な推進を図るため

条に基づく「

づく６つの基本的施策

を徹底支援

【 基本的施策
☆人材

○学校教育

関する教育

○職業能力の

○雇用に関する

○雇用環境の

○女性と高齢者

 

【 基本的施策
☆地域

事業活動

○地域資源

支援 
○技術の継承

○商店街の

○農商工連携等

づくり指針

その振興が本県経済

本県経済の持続的

年秋田県条例第６２

るため、中小企業

「６つの基本的施

基本的施策 

徹底支援～ 

基本的施策６
人材の育成及び

学校教育における職業及

教育の充実 
職業能力の開発・向上への

関する情報提供 
雇用環境の整備の促進 

高齢者の能力の活用

 基本的施策５
地域の特性に応
事業活動の促進

地域資源を活用した商品

 
継承への支援 
の活性化支援 

農商工連携等の促進 

指針」 

本県経済の活

持続的な発展

６２号。以

中小企業の振

基本的施策」

 

 】 
確保 

職業及び勤労に

への支援 
 
 
活用の促進 

５ 】 
応じた

促進 

商品の開発
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「あきたの企業元気づくり指針」の重点ポイント  

 

第２期（平成３０年度～３３年度）の「中小企業・小規模企業者の元気をつくる秋田県の指針」（略

称：あきたの企業元気づくり指針）では、県内中小企業を取り巻く環境や社会経済情勢の変化を踏まえ、

次のポイントに重点的に取り組んでいきます。 
 
 

 

 

 

 

 
 

基本的施策 重点ポイント 

①経営基盤

の強化 

○地域の現場との「接点」を太くして耳を傾ける伴走型の支援 

○事業承継の意識の醸成と後継者の育成・マッチング 

○県及び中小企業支援機関の連携強化による相談機能の向上 

○積極的な技術指導や共同研究による商品開発等の支援 

②新たな市場

の開拓等 

○小規模企業者に向けた販路開拓等の支援の強化 

○ＩｏＴ、ビッグデータ等の先進技術を活用した県外・海外への商品・サ

ービス提供など新たなビジネス創出の支援 

○継続的な取引に向けた県内企業の海外展開の集中的な支援 

③企業競争力

の強化 

○ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット技術等の先進技術の利活用促進 

○企業間連携等によるイノベーション創出の促進 

○食品製造現場における生産性向上や加工技術の向上支援 

○ＩＣＴ建設機械等を活用した建設工事の推進 

④新たな事

業の創出 

○女性・若者起業家の事業拡大に向けた支援 

○起業後のフォローアップ支援 

○ワンストップ起業相談窓口「秋田県よろず支援拠点」の周知 

⑤地域の特性

に 応 じ た

事 業 活 動

の促進 

○「第３期あきた伝統的工芸品等産業振興プラン」に基づく産地の

将来を担う人材の育成や海外も見据えた販路開拓 

○地域の資源やニーズを活用した新商品・新サービスの開発促進 

○個店の魅力向上と空き店舗解消等による商店街の活性化 

○農商工連携等による地域資源の活用促進 

⑥人材の育成

及び確保 

○働き方改革推進の取組に対する支援 

○ニーズの高まるＩＣＴ人材の確保・育成の推進 

○女性や若者、高齢者が働きやすい環境の整備 

○県内企業における健康経営の普及啓発 

○第二新卒者など若者に向けた企業の魅力発信力の強化 

 

働き方改革 
・女性活躍 第４次産業革命 小規模企業者 

の振興 

特に重視する視点 



（
１
）
デ
ジ
タ
ル
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

第
４
次
産
業
革
命
に
よ
る
時
代
の
大
き
な
変
化
を
見
据
え
、
商
品
開
発
へ
の
支
援
や
情
報
共
有
を
通
じ
て
、
先
進

技
術
の
県
内
へ
の
取
り
込
み
を
図
る
。

（
２
）
成
長
分
野
の
拡
大
と
競
争
力
強
化

設
備
投
資
や
製
品
開
発
、
販
路
拡
大
、
人
材
育
成
等
へ
の
支
援
に
よ
り
、
航
空
機
、
自
動
車
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

医
療
福
祉
、
情
報
の
各
産
業
の
拡
大
と
競
争
力
強
化
を
図
る
。

（
３
）
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
中
核
企
業
の
育
成

新
技
術
の
開
発
・
新
市
場
進
出
等
成
長
が
見
込
ま
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
中
核
企

業
の
創
出
を
図
る
。

産
業
労
働
部

第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
推
進

～
県
内
産
業
の
「
稼
ぐ
力
」
の
向
上
と
質
の
高
い
雇
用
の
創
出
～

１
成
長
分
野
の
競
争
力
強
化
と
中
核
企
業
の
創
出
・育
成

拡
【
新

世
代
航

空
機
部

品
製
造
拠

点
創
生

事
業
等

】
1
0
8
,4
0
8
千
円

千
・
次
期
航
空
機
を
見
据
え
た
新
た
な
複
合
材
技
術
や
電
動
化
シ
ス
テ
ム
の
開
発
へ
の
支
援

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置
等
に
よ
る
航
空
機
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
航
空
機
産
業
を
担
う
中
核
人
材
の
育
成
、
高
校
生
等
を
対
象
と
し
た
特
別
講
義
の
実
施

拡
【
自

動
車
産

業
強
化

支
援
事
業

等
】

4
2
,
18
4
千
円

・
次
世
代
自
動
車
を
見
据
え
た
基
幹
部
品
の
製
造
や
エ
コ
シ
ス
テ
ム
構
築
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
に
よ
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
あ
き
た
ク
ル
マ
塾
の
開
講
や
T
ie
r１
と
の
取
引
可
能
性
の
あ
る
企
業
へ
の
個
別
支
援
等
に
よ
る
人
材
の
育
成

拡
【
新

エ
ネ
ル

ギ
ー
産

業
創
出
・

育
成
事

業
】

3
1,
2
2
0千

円
円

・
風
力
発
電
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
又
は
関
連
部
品
製
造
へ
の
参
入
に
必
要
と
な
る
認
定
等
取
得
へ
の
支
援

・
風
力
発
電
等
関
連
産
業
へ
の
参
入
を
目
指
す
企
業
の
育
成
と
県
内
企
業
か
ら
の
部
品
調
達
に
向
け
た
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

【
医
療

福
祉
関

連
産
業

成
長
促
進

事
業
】

1
3,
7
2
5千

円
千

・
医
療
機
器
の
製
造
販
売
業
者
等
と
県
内
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
製
品
開
発
を
支
援

・
県
内
企
業
を
対
象
と
し
た
医
療
福
祉
関
連
産
業
創
生
塾
や
大
学
生
向
け
企
業
展
示
会
等
の
開
催

【
情
報

関
連
産

業
マ
ー

ケ
ッ
ト
開

拓
事
業

】
9,
6
0
0千

円
千

・
首
都
圏
等
大
規
模
市
場
の
開
拓
に
向
け
た
新
た
な
商
品
開
発
へ
の
支
援

・
販
路
拡
大
に
向
け
た
展
示
会
出
展
や
技
術
者
の
研
修
会
等

【
も

の
づ
く

り
中
核

企
業

成
長

戦
略
推

進
事

業
】

1
5
5,
4
0
4千

円
円

・
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
意
欲
の
高
い
中
核
企
業
候
補
へ
の
成
長
戦
略
の
策
定
か
ら
事
業
化
ま
で
の
一
貫
し
た
支
援

・
コ
ネ
ク
タ
ー
ハ
ブ
機
能
の
強
化
・
創
出
等
を
伴
う
取
組
へ
の
重
点
的
な
支
援

新
【

は
ば
た

く
中
小

企
業

投
資

促
進
事

業
】

円
・
成
長
分
野
へ
の
参
入
な
ど
事
業
拡
大
に
向
け
た
設
備
投
資
と
雇
用
拡
大
を
行
う
中
小
企
業
へ
の
支
援

（
１
）
企
業
の
経
営
基
盤
・
競
争
力
の
強
化

中
小
企
業
振
興
条
例
の
新
た
な
指
針
に
基
づ
い
た
支
援
に
よ
り
、
企
業
の
経
営
基
盤
等
の
強
化
を
図
る
。

（
２
）
起
業
の
促
進

切
れ
目
の
な
い
支
援
と
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
に
向
け
た
個
別
集
中
支
援
に
よ
り
、
県
内
で
の
起
業
を
促
進
す
る
。

（
３
）
事
業
承
継
の
推
進

関
係
機
関
と
連
携
し
た
取
組
に
よ
り
、
円
滑
な
事
業
承
継
を
推
進
す
る
。

２
中
小
企
業
・小
規
模
企
業
者
の
活
性
化
と
生
産
性
向
上

新
【

中
小
企
業
振

興
臨
時

対
策

基
金
の

設
置
】

基
金

規
模

3
.
7
億

円
9

・
発
電
用
施
設
周
辺
地
域
等
企
業
導
入
促
進
基
金
を
活
用
し
、
中
小
企
業
振
興
に
向
け
た
基
金
を
設
置

新
【

小
規
模
企
業
者
元
気

づ
く

り
事
業

】
3
2
,
93
6
千
円

・
小
規
模
企
業
者
の
販
路
開
拓
や
業
務
効
率
向
上
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援

【
制

度
融
資
に
よ
る
資
金

繰
り

支
援
】

新
規
融

資
枠

3
68
億

円
・
中
小
企
業
振
興
資
金
、
経
営
安
定
資
金
、
新
事
業
展
開
資
金
等
に
よ
る
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
支
援

新
【

か
が
や
く
未
来
型
中

小
企

業
応
援

事
業

】
【

攻
め
の

サ
ー

ビ
ス

産
業
等

応
援

事
業

】
(
再

掲
)●

千
円

（
１
）
海
外
展
開
の
推
進

「
あ
き
た
海
外
展
開
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
取
組
を
強
化
し
、
県
内
企
業
の
海
外
展
開
を
推
進
す
る
。

（
２
）
企
業
立
地
の
促
進

市
町
村
と
の
連
携
、
全
国
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
支
援
制
度
等
に
よ
り
、
成
長
が
見
込
ま
れ
る
企
業
の
立
地
を
促
進
す
る
。

拡
【

あ
き
た
起
業
促
進
事

業
】

4
8
,
7
59
千

円
・
起
業
後
５
年
以
内
の
女
性
・
若
者
起
業
家
に
対
し
個
別
メ
ン
タ
リ
ン
グ
等
に
よ
り
事
業
拡
大
を
支
援

拡
【

商
業
活
性
化
・
ま
ち

づ
く

り
支
援

事
業

】
7
,
01
3
千
円
●

●
・
商
店
街
の
若
者
を
対
象
に
空
き
店
舗
活
用
講
習
会
や
開
業
に
向
け
た
支
援
を
実
施

３
国
内
外
の
成
長
市
場
の
取
り
込
み
と
投
資
の
促
進

（
１
）
産
業
人
材
の
確
保
・
育
成
と
働
き
方
改
革
の
推
進

県
内
企
業
の
魅
力
を
発
信
す
る
と
と
も
に
就
労
環
境
の
改
善
を
促
進
し
、
多
様
な
人
材
の
活
躍
を
可
能
に
す
る
。

新
【

い
ま
若
者
に
伝
え
た

い
企

業
の
魅

力
発

信
事

業
】

1
,
08
6
千
円
円

・
首
都
圏
在
住
の
県
内
出
身
者
な
ど
に
向
け
て
県
内
企
業
の
魅
力
を
S
N
S
な
ど
で
発
信

新
【

働
き
方
改
革
推
進
事

業
】

5
3
,
52
4
千
円
円

・
公
労
使
会
議
の
意
見
を
踏
ま
え
、
職
場
の
課
題
解
決
に
向
け
た
セ
ミ
ナ
ー
や
専
門
家
に
よ
る
集
中
支
援
等
を
実
施

【
女

性
が
働
き
や
す
い
職

場
環

境
整
備

事
業

】
9
,
72
7
千
円

・
女
性
が
働
き
や
す
い
職
場
環
境
を
整
備
す
る
企
業
を
支
援

４
産
業
人
材
の
確
保
・育
成
と
働
き
や
す
い
環
境
の
整
備

拡
【

事
業
承
継
推
進
事
業
】

9
,
8
90
千

円
千

円
・
事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
に
よ
り
、
県
外
在
住
の
後
継
希
望
者
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
強
化

【
県

内
企
業
海
外
展
開
支
援
事

業
】

32
,
8
3
7千

円
千

円
・
継
続
的
な
取
引
に
つ
な
が
る
可
能
性
の
高
い
県
内
企
業
の
海
外
展
開
を
重
点
的
に
支
援

【
あ

き
た
企
業
立
地
促
進
助
成

事
業
】

3
,
22
9
,
2
1
4千

円
・
県
内
に
立
地
す
る
企
業
の
工
場
等
の
新
増
設
に
係
る
初
期
投
資
経
費
に
対
す
る
支
援

新
【

デ
ジ
タ
ル

イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン

推
進
事

業
】

9
,8
8
0
千
円

・
県
内
外
の
大
学
訪
問
や
高
校
生
等
を
対
象
と
し
た
特
別
ゼ
ミ
の
実
施
に
よ
る
人
材
の
確
保
・
育
成

・
企
業
の
ニ
ー
ズ
と
大
学
等
の
研
究
分
野
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
に
よ
る
商
品
開
発
や
共
同
研
究
の
促
進

新
【

Ｉ
ｏ
Ｔ
等

先
進
技

術
導
入
促

進
事
業

】
9
,
99
7
千
円

・
推
進
団
体
を
核
と
す
る
、
Io
T
や
A
I等
の
先
進
技
術
の
普
及
促
進

・
実
証
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
に
よ
る
Io
T
等
の
先
進
技
術
の
導
入
を
促
進

拡
【

産
業
技
術

セ
ン
タ

ー
に
よ
る

先
導
的

な
研
究

開
発
等

】
2
0
,5
0
9
千
円

9
・
Io
T
計
測
装
置
と
A
Iを
用
い
た
生
産
性
の
向
上
を
図
る
シ
ス
テ
ム
の
開
発

・
Io
T
や
A
Iに
関
す
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
研
修
や
コ
ン
テ
ン
ツ
制
作
研
修
の
実
施

新
【

ベ
ン
チ
ャ

ー
企
業

等
の
立
地

促
進
】

2
,
11
6
千
円

・
有
望
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
開
拓
の
た
め
の
調
査
事
業
の
実
施

新
【

か
が
や
く

未
来
型

中
小
企
業

応
援
事

業
】
【

攻
め
の

サ
ー

ビ
ス

産
業
等
応
援

事
業

】
1
6
0
,
2
17
千
円

・
Io
T
や
A
I等
の
先
進
技
術
を
利
用
し
た
新
商
品
開
発
や
新
分
野
進
出
等
へ
の
取
組
を
支
援

・
新
た
な
生
産
方
式
導
入
や
プ
ロ
セ
ス
改
善
に
よ
る
生
産
性
向
上
へ
の
取
組
を
支
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Ⅳ 産業労働部 

 各課室事業概要 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業政策課・デジタルイノベーション戦略室 
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１ 産業政策課・デジタルイノベーション戦略室 施策推進方針 

 

(１) 秋田県中小企業振興条例の推進 

平成３０年度からの「中小企業者・小規模企業者の元気をつくる秋田県の指針」（略称：あきた

の企業元気づくり指針）に基づき、特に「小規模企業の振興」、「働き方改革・女性活躍」及び「第

４次産業革命」の３つを最重点と位置付け、商工団体等支援機関と連携し、販路拡大や生産性の

向上等に向けた取組を支援することで、経営基盤の強化を図ります。 

また、「中小企業振興委員会」において中小企業振興施策の課題や方向性に関する意見交換を行

うとともに、地域の中小企業者や商工団体職員との勉強会において、指針の普及啓発や意見交換

を行うことで、施策の見直し等につなげていくほか、「中小企業月間」における普及・啓発イベン

ト等により、県内中小企業に対する県民の理解向上や企業間の連携、産業人材の確保等を応援し

ます。 

 

(２) 企業の経営基盤の強化 

    上記の「中小企業振興条例」の趣旨を踏まえ、県内中小企業の経営安定や事業の拡大、工場の

増設、設備の更新など様々な資金需要に対応するため、制度融資により中小企業の資金ニーズに

対応した金融支援を行うとともに、商工団体等による各種相談・経営支援、積極的な企業訪問や

ニーズに応じた専門家派遣など、個々の企業の実情に沿ったきめ細かな対応に努め、中小企業の

持続的な経営を支援します。 

特に、地域に密着し、住民生活に欠かせない存在である小規模企業者の振興を図るため、ＩＣ

Ｔを活用した経営革新や事業拡充に向けた取組に補助し、商工団体等が計画段階から実施後のフ

ォローアップまでサポートすることにより小規模企業者を支援します。 

金融支援については、各資金の新規貸付枠を十分に確保するとともに、多様な資金需要に対応

するため、新たな金利優遇枠として、中小企業振興資金に「働き方改革支援枠」及び「ＩＣＴ導

入支援枠」を、新事業展開資金に「女性・若者支援枠」を設定するほか、大規模な経済危機等に

対応する危機関連枠の創設や事業承継資金における要件拡充等により円滑な資金供給に努めます。 

このほか、機械類貸与制度により、中小企業者（創業者を含む）の設備投資への支援にも努め

ます。 

更には、秋田県信用保証協会をはじめ、商工団体、金融機関、経営支援機関、県などで構成す

る「秋田県中小企業支援ネットワーク」により、各構成員が情報を共有し、連携して、個別企業

への集中的な支援や企業間連携、事業承継など、中小企業の育成等に必要なトータルサポートに

努めます。 
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(３) デジタルイノベーションの推進 

ＩｏＴやＡＩ等の技術革新による産業・就業構造の変革は、「第４次産業革命」とも呼ばれ、あら

ゆる業種において、生産性向上にとどまらず、新しいサービスを創造し、付加価値を生み出す可能性

を秘めています。 

今後、予想を超えるスピードで進展する第４次産業革命の流れに乗り遅れることなく、最新のイノ

ベーションの成果を最大限に活用し、県内企業の競争力強化を図ります。 

   

①情報関連産業の振興 

第４次産業革命の進展により、あらゆる産業の基盤となる情報関連産業について、大都市圏及び海

外からの受注拡大を図るため、県内事業者が行う付加価値の高い商品開発に対して助成するとともに、

展示会出展に対する助成などにより販路の開拓を支援します。 

また、首都圏大学で県内情報関連企業をＰＲする専門職員を配置することで、ＩＣＴ人材の確保を

支援するほか、県内情報関連事業者や団体が行う人材育成やコミュニティ活動の取組に対して助成し

ます。 

さらに、県内情報関連産業における新規立地及び事業拡大を促進するため、情報関連事業者が行

う新規雇用者の人材育成等に対して助成し、情報関連技術者の育成を支援します。 

 

  ②ＩｏＴ等先進技術の導入促進 

    先進技術の導入により県内企業の生産性向上等による付加価値向上を図るため、県内企業のモデル

となる取組を支援し、導入に当たっての課題解決や導入効果を検証するとともに、県内企業に対し、

先行事例などＩｏＴ等の先進技術に関する情報を提供することにより、県内企業のＩｏＴやＡＩ等の

先進技術の導入を支援します。 
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２ 産業政策課・デジタルイノベーション戦略室 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （千円） 
  

○デ情報関連産業マーケット開拓事業 9,600 

00 
○デ情報関連産業立地促進事業 53,141 

○デ○新デジタルイノベーション推進事業 9,880 

○デ○新ＩｏＴ等先進技術導入促進事業 

 

9,997 

商工団体組織活動強化事業 1,643,343 

○新あきたの企業元気づくり推進事業 

 

」 

5,780 

中小企業振興資金貸付事業 20,799,184 

経営安定資金貸付事業 23,843,212 

新事業展開資金貸付事業 3,997,233 

中小企業組織融資資金貸付事業 300,000 

再建企業特別融資事業 457 

中小企業アグリサポート資金貸付事業 106,777 

県単機械類貸与事業 1,301,174 

事業承継推進事業 9,890 

○新小規模企業者元気づくり事業 32,936 

  

  

  

企業立地・導入促進資金貸付事業 349,000 

  

  

○新いま若者に伝えたい企業の魅力発信事業 1,086 

○デ○新 デジタルイノベーション推進事業(再掲)    

社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

 

成長分野の競争力

強化と中核企業の

創出・育成 

国内外の成長市場

の取り込みと投資

の促進 

産業人材の確保・ 

育成と働きやすい 

環境の整備 
 

中小企業・小規模

企業者の活性化と

生産性向上 

（注 1）○デは、デジタルイノベーション戦略室の事業 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○デ 情報関連産業マ

ーケット開拓事業 

9,600 

一      9,600 

１．情報関連産業商品開発支援事業                8,000 

   県内情報関連事業者が首都圏等の大規模市場で受注を

拡大させるため、新たなソフトウェアやコンテンツ等の開

発に要する費用の一部を助成する。 

  ・補助率 1/3 

・限度額 2,000 千円 

 

２．情報産業活性化事業費補助金                  1,600 

   県内情報関連事業者に対し、販路拡大及びコミュニティ

活動に要する費用の一部を助成することにより、情報関連

産業の振興を図る。 

  ・販 路 拡 大 補助率 1/2 限度額  500 千円 

  ・コミュニティ 補助率 1/2 限度額  100 千円 

○デ 情報関連産業立

地促進事業 

 53,141 

一     53,141 

 

 

 県内情報関連産業において、新規立地及び事業拡大を促進

し、情報関連技術者の育成を図るため、人材育成費等の一部を

助成する。 

 

○対象企業 

県内に本社を有し情報関連事業を行う中小企業者 

※新たに本社を設置する場合を含む。 

 

○補助要件 

県内の新規常用雇用による情報関連技術者5人以上の増加 

※既存県内企業の事業拡大の場合は 2人以上 

 

○対象経費及び補助率 

①人材育成費 

情報関連技術者：500 千円／人・年（3 年間） 

②建物・機械設備等の賃借料：20％（3 年間） 

③通信回線使用料：20％（3 年間） 

 

○限 度 額 

年間 30,000 千円 

（②＋③については、①人材育成費を上限とする。） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○デ○新デジタル 

イノベーション 

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 9,880 

諸        13 

一     9,867 

１．未来を創るＩＣＴ強化事業 

   ＩＣＴに精通した職員１名を東京の企業立地事務所に

配置し、首都圏大学の理系学部、研究室等で県内ＩＣＴ企

業のＰＲを行い、県内就職を促進するほか、業界動向など

の情報収集活動等を行う。 

 

２．未来のＩＣＴスペシャリスト育成事業 

   高校のコンピュータ部などの生徒を対象にＡＩやロボ

ット等、最先端分野の特別ゼミを開催し、飛び抜けたＩＣ

Ｔ人材を育成する。 

 

３．情報関連産業レベルアップ支援事業 

   県内企業技術者の新技術対応や高度なスキル習得を促

進するため、首都圏で開催される技術研修への参加等に要

する費用の一部を助成する。 

  ・補助率 1/2  限度額 300 千円 

 

４．県内ＩＣＴ人材定着事業 

  ①県内企業紹介イベント 

    県内大学でのイベントにブースを出展し、ＩＣＴ企業

のＰＲを行う。 

  ②ＩＣＴシーズ＆ニーズ交流会 

    県内大学等とＩＣＴ企業がそれぞれの研究や商品に

ついて発表、交流することで、共同での研究や商品開発

を促進し、そこに関わる学生の県内就職を図る。 

 

○デ○新ＩｏＴ等先進 

技術導入促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,997 

一     9,997 

ＩｏＴやＡＩ等先進技術を活用した県内企業の生産性向上

等による付加価値向上を図る。 

 

１．ＩｏＴ等先進技術普及促進・人材育成事業   4,997 

県内企業に対し、先行導入事例などＩｏＴ等の先進技術

に関する情報を提供するほか、ＩｏＴ技術の体験研修や、

導入に向けた助言等を行う。 

(1)ＩｏＴ等先進技術導入セミナーの開催（全６回） 

(2)ＩｏＴ技術体験研修会の開催（４会場：県北、県央２

カ所、県南） 

(3)「ＩｏＴ診断」の実施 

ＩＴと企業経営両方の知識を持つＩＴコーディネー

タや、産業技術センターの研究員等がチームを結成し、

導入に向けた技術的な助言等を行う。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○デ○新ＩｏＴ等先進 

技術導入促進事業 

（つづき） 

 

２．ＩｏＴ等先進技術導入実証事業        5,000                 

ＩｏＴ等先進技術の導入に際し、県内企業のモデルとな

る取組を支援し、導入に当たっての課題解決手法や導入効

果等を検証することにより、県内企業への導入を促進す

る。 

・補助対象者 県内製造業 

・補助率 1/2 

・限度額 2,500 千円 

・補助対象経費 機械装置費、ソフトウェア導入費、 

サーバ設置費 等 

・補助期間 交付決定日から年度末まで 

・採択件数 2 件 

商工団体組織活動強

化事業 

1,643,343 

 一  1,643,343 

 商工団体の経営指導員等の設置及び各種事業等に対して補

助する。 

  １．中小企業団体中央会 

中小企業団体の育成及び指導事業、指導員の設置及び活

動費 

  ２．商工会(21 商工会) ・商工会連合会 

商工会及び商工会連合会による地域商工業者の育成及

び指導事業、指導員の設置及び活動費 

  ３．商工会議所(6 会議所) 

地域商工業者の育成及び指導事業、指導員の設置及び活      

動費 

 

○新あきたの企業 

元気づくり推進事業 

5,780 

一      5,780 

 「あきたの企業元気づくり指針」（平成 30～33 年度）に基づ

く施策の推進のため、中小企業振興委員会を開催して、中小企

業関係者の情報共有や意見交換を行うとともに、地域の中小企

業者や商工団体職員との勉強会において、指針の普及啓発や意

見交換を行うことで、施策の見直し等につなげる。 

 また、県内中小企業に対する県民の理解や企業連携、人材確

保等を促進するため、「中小企業月間」を定めて、普及啓発イ

ベントを開催する。 

 ・中小企業振興委員会運営事業      352 

  ・中小企業月間推進事業        4,736 

 ・あきたの企業地域勉強会開催事業       692 

中小企業振興資金貸

付事業 

 

 

 

 

 

20,799,184 

諸 20,616,364 

 一    182,820 

【一般資金】 

   趣  旨  中小企業向け一般資金（設備・運転） 

   新規枠  20,000,000 千円 

   限  度  事業資金 100,000 千円（同一制度の借換可能）  

   利  率  年 2.15％（変動金利型 1.90％）  

   期  間  設備資金 10～15 年（うち据置 2年） 

           運転資金 ７～10 年（うち据置 1年） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

中小企業振興資金貸

付事業（つづき） 

【一般資金：働き方改革支援枠】 

   趣  旨  働き方改革に資する国の認定を受けた中小企業向

け一般資金（設備・運転） 

   新規枠  20,000,000 千円 （一般資金との合計） 

   限  度  100,000 千円 

（一般資金との合計。同一制度の借換可能）  

   利  率  年 1.95％（変動金利型 1.70％）  

   期  間  設備資金 10～15 年（うち据置 2年） 

           運転資金 ７～10 年（うち据置 1年） 

 

【小規模事業振興資金】 

   趣  旨  小規模事業者向け一般資金（設備・運転） 

   新規枠  700,000 千円 

   限  度  20,000 千円（同一制度の借換可能） 

   利  率  年 2.15％（小口支援枠は 1.95％） 

   期  間  設備資金 10 年（うち据置 2年） 

           運転資金 ７年（うち据置 1年） 

 

【小規模事業振興資金：ＩＣＴ導入支援枠】 

   趣  旨  小規模事業者向けＩＣＴ導入支援（設備・運転） 

   新規枠  700,000 千円（小規模事業振興資金との合計） 

   限  度  20,000 千円（同一制度の借換可能） 

   利  率  年 1.75％ 

   期  間  設備資金 10 年（うち据置 2年） 

           運転資金 ７年（うち据置 1年） 

 

【中小企業災害復旧資金】 

   趣  旨  災害による罹災者の復旧資金（設備・運転） 

   新規枠  200,000 千円 

   限  度  10,000 千円（同一制度の借換可能） 

   利  率  年 1.55％ 

   期  間  10 年（うち据置 1年） 

 

【流動資産担保資金】 

   趣  旨  棚卸資産、売掛債権を担保とする資金(設備・運転) 

   新規枠  800,000 千円 

   限  度  100,000 千円 

   利  率  年 1.80％ 

   期  間  1 年 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

経営安定資金貸付事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23,843,212  

諸  23,580,935  

一     262,277 

 

  

 

【経営安定資金】 

   趣  旨  経営不振企業に対する支援資金(設備・運転) 

   新規枠  6,600,000 千円 

   限  度  80,000 千円（金融機関破綻型は別枠 50,000 千円）

（同一制度の借換可能） 

   利  率  年 1.75％ 

   期  間  10 年（うち据置 2年） 

 

【経営安定資金：経営力強化枠】 

趣  旨  経営力強化に取り組む企業に対する支援資金(設

備・運転)（同一制度の借換可能） 

   新規枠 1,200,000 千円 

限 度 200,000 千円 

利 率  年 1.75％ 

期 間  設備資金 7 年（うち据置 1年） 

運転資金 5 年（うち据置 1 年） 

 

【経営安定資金：借換枠】 

趣 旨  中小企業振興資金（災害復旧資金特別枠）、経営安

定資金（緊急経済対策枠）又は借換枠の既往借入金

を有する企業の資金繰り支援資金(設備・運転) 

新規枠 2,700,000 千円 

限 度  280,000 千円 

利 率  年 1.60％ 

期 間  10 年（うち据置 1年） 

 

【経営安定資金：特別改善枠】 

   趣  旨  ①商工調停士等による再生計画の指導を受けてい 

る企業向け資金(設備・運転) 

②中小企業再生支援協議会の支援を受けて再生を 

図る企業向け資金(設備・運転) 

   新規枠  100,000 千円 

   限  度  ①50,000 千円  ②80,000 千円 

  （金融債務の借換可能） 

   利  率  年 2.15％ 

  期  間  12 年（うち据置 3年） 

 

【経営安定資金：危機関連枠】 

趣 旨  経済産業大臣が認定する金融危機、災害等に際し、

経営の安定に支障を生じている企業向け資金(設

備・運転) 

限 度  280,000 千円 

利 率  金融機関所定 

期 間  10 年（うち据置 2年） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

新事業展開資金貸付

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,997,233 

  諸  3,970,451 

  一     26,782 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業革新資金】 

   趣  旨  経営革新、新分野進出等、経済構造の変化に前向き

に取り組む企業向け資金(設備・運転) 

   新規枠  100,000 千円 

   限  度  事業資金  50,000 千円、 

100,000 千円又は 200,000 千円 

   利  率  年 1.50％  

   期  間  10 年（うち据置 3年） 

 

 【創業支援資金】 

   趣  旨 新規開業向け資金(設備・運転) 

   新規枠  900,000 千円 

   限  度  35,000 千円（一部自己資金要件有り） 

   利  率  年1.50％（創業塾等修了者、Aターン創業者 1.30%） 

   期  間  10 年（うち据置 3年） 

 

【創業支援資金女性･若者支援枠】 

   趣  旨 女性･若者の新規開業向け資金(設備・運転) 

   新規枠  900,000 千円（創業支援資金との合計） 

   限  度  25,000 千円（一部自己資金要件有り） 

   利  率  年 1.30% 

   期  間  10 年（うち据置 3年） 

 

【事業承継資金】 

趣 旨  事業承継する中小企業者及び中小企業の代表者個

人向け資金(設備・運転) 

新規枠 500,000 千円 

限 度 100,000 千円 

(経済産業大臣から認定を受けた者は、 

200,000 千円) 

利 率  年 1.50％ 

（事業引継ぎ支援センター等の支援案件や、後継者

育成塾等修了者は、1.30％) 

期 間  10 年（うち据置 3年） 

 

【再生可能エネルギー導入支援資金】 

趣 旨  再生可能エネルギーによる発電事業に取り組む者

向け資金(設備・運転)（調査等含む） 

新規枠 300,000 千円 

限 度  280,000 千円 

利 率  年 1.50％ 

期 間  15 年（うち据置 3年） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

新事業展開資金貸付

事業（つづき） 

 

【再生可能エネルギー設備資金】 

趣 旨  再生可能エネルギーによる発電事業に取り組む者 

向け資金(設備) 

新規枠 1,200,000 千円 

限 度  200,000 千円 

利 率  年 1.50％ 

期 間  15 年（うち据置 3年） 

中小企業組織融資資

金貸付事業 

300,000 

 諸    300,000 

    

趣  旨  法令に基づき組織された組合及びその組合員の経

営の改善等向け資金(設備・運転) 

   資金枠  1,200,000 千円                     

   限度額  組合 500,000 千円  組合員 20,000 千円       

   利  率  商工中金の所定金利マイナス 0.5％ 

   期  間  設備 10 年 

     運転 ７年  

再建企業特別融資事

業 

  457 

 一        457 

【事業再生資金】 

  趣 旨 法的再建等を目指す企業向け資金(運転) 

   新規枠 100,000 千円 

   限 度  100,000 千円 

   利 率  金融機関所定金利 

   期 間  １年 

  

【再起支援資金】 

  趣 旨 廃業や倒産を経験した事業者の再起向け資金(設

備･運転) 

   新規枠 100,000 千円 

   限 度  20,000 千円 

   利 率  金融機関所定金利 

 期 間  10 年（うち据置 2 年） 

中小企業アグリサポ

ート資金貸付事業 

106,777 

 諸    106,039 

一        738 

趣 旨  農林水産業分野に進出し、経営基盤の強化を図ろう

とする中小企業者向け資金(設備・運転) 

   新規枠 100,000 千円 

   限度額 25,000 千円 

   利 率  1.75％ 

   期 間  10 年（うち据置 3年） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

県単機械類貸与事業 1,301,174 

 諸  1,284,990 

一     16,184 

 中小企業者に対して、その創業及び経営基盤の強化を図るた

めに必要な設備を、割賦又はリースにより貸与する。 

１．割賦 

貸与限度額  1,000 千円～100,000 千円 

割賦損料率  年 2.50％（※） 

償 還 期 間  （貸与額 60,000 千円以下の場合） 

7 年以内（半年据置､均等半年賦） 

（貸与額 60,000 千円超の場合） 

10 年以内（1年据置、均等半年賦） 

   ※小規模企業者、創業者の場合は 年 2.20％ 

 

２．リース 

貸 与 限 度 額 1,000 千円～100,000 千円 

月額リース料率  2.990～1.390％（※） 

（償還期間に応じた 5 段階設定） 

償 還 期 間 3 年、4年、5 年、6 年、7年（月賦） 

※小規模企業者、創業者の場合は 2.970～1.373％ 

〔特別利率〕 

中小企業等経営強化法等の承認等を受けた計画に基づい

て設備を導入する企業、中核企業候補の認定を受けた企業等

に対しては、次の特別利率を適用する。 

割賦損料率 年 2.10％（※） 

※小規模企業者、創業者の場合は 年 1.80％ 

月額リース料率 2.969～1.371％（※） 

※小規模企業者、創業者の場合は 2.950～1.354％ 

 

事業承継推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,890 

一      9,890 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．事業承継ワーキンググループ活動事業      370 

「秋田県中小企業支援ネットワーク」の事業承継ワーキング

グループにおいて、支援機関である構成員を対象に、具体的な

事業承継支援を行うための情報共有や新たな支援ツールの検

討などを専門家を交えて行う。 

開催数：6回（うち専門家招聘 1回） 

 

２． 事業承継相談推進事業             9,085 

秋田商工会議所に設置された「秋田県事業引継ぎ支援センタ

ー」と連携し、事業承継についての案件掘り起こしやきめ細か

な対応を行う相談員を配置する。 

 設置箇所：商工会連合会、秋田商工会議所 

 配置人数：3名（県北 1名、県央 1名、県南 1 名） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

事業承継推進事業 

（つづき） 

 
３．○新事業承継マッチング支援事業                435 

県外在住で後継者人材バンクに登録している後継希望者と

後継者不在企業とのマッチングを促進するため、後継希望者の

来秋旅費を補助する。 

○新小規模企業者 

元気づくり事業 

32,936 

財     38 

入  32,898 

 県内企業の約 9割を占める小規模企業者は、地域の住民生活

に重要な役割を果たしていることから、中小企業振興条例の新

たな指針に基づき、小規模企業者の経営革新や事業拡充に向け

た取組を支援し、経営基盤の強化を図る。 

 補助対象 小規模企業者 

 補助対象経費 事業計画に基づく事業に要する経費 

（機械装置購入費、新商品等開発費 等） 

 補助率 1/2 

 限度額 1,000 千円 

 

企業立地・導入促進

資金貸付事業 

349,000 

諸   349,000 

 

 

  

 企業誘致の促進と地場企業の高度化を図るため、工場等の新

増設事業に対して低利の資金を貸し付ける。 

  新規貸付枠 299,000 千円 

 貸付限度額 1,000,000 千円 

  貸 付 利 率 1.60％（輸送機・アグリ・電気業関連は 1.50％） 

  償 還 期 間 15 年（うち据置 2 年） 

 

○新 いま若者に伝え

たい企業の魅力発信

事業 

1,086 

一     1,086 

 自社製品の開発や働き方改革の推進など自社の魅力向上に

取り組んでいる企業を首都圏の若者の視点で取材し、その記事

をＳＮＳなどで県内出身の大学生や第二新卒者、県内高校生等

へ発信する。 

 取材企業数 30 社 

 対 象 企 業  

 ・がんばる中小企業応援事業補助対象事業者、経営革新計画

承認企業、優良中小企業者表彰受賞者、ものづくり中核支

援対象認定企業などのほか、自社の「魅力」向上への取組

を積極的に行っていること。 

  ・若者（35 歳未満）を対象とした正社員の求人を予定してい

ること。 

  など 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域産業振興課・輸送機産業振興室 
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１ 地域産業振興課・輸送機産業振興室 施策推進方針 

 

本県経済の発展や雇用の確保に重要な役割を担っている県内中小企業の経営力・技術力の強化、

企業間連携を推進し、企業競争力を向上させるとともに、新たな市場の開拓や新製品・新商品の開

発など企業の新たなチャレンジや事業拡大の取組を支援します。 

また、電子部品・デバイス産業に加え、これからの本県経済を牽引する航空機や自動車、医療福

祉関連などを戦略産業と位置付け、これら成長分野への参入を促進するとともに、市町村や関係団

体と連携しながら、地域資源をフル活用することにより、地域に根ざした産業の振興を図ります。 

こうした取組を通じ、外部環境の変化にも柔軟に対応できる産業構造の構築を進めます。 

 

(1) 企業競争力の向上 

県内企業へのワンストップサービスセンターとしての（公財）あきた企業活性化センターを核

に、創業から経営革新、技術開発、販路拡大、資金調達、人材獲得支援など総合的・専門的な一

貫支援を展開するほか、産業デザイン導入やマーケティングを含めビジネス化に向けた総合的か

つ専門的な助言、国等の競争的研究資金の活用やシーズ・ニーズのマッチング、知的財産権の活

用などにより、付加価値の高い新製品・新商品の開発、販路開拓等の支援を行います。 

また、企業生産性向上事業等により、県内中小企業の生産性向上に必要な生産現場の改善活動

等の取組を支援します。 

産業技術センターにおいては、個別の企業訪問による技術相談・指導、共同研究開発の加速

化、産学連携のマッチング、競争的資金獲得を支援するほか、県内企業からのニーズを踏まえ、

ものづくりに必要な人材を育成するとともに、確立したコア技術を基に、県内企業の付加価値の

高い製品開発等を支援することにより、成長分野への事業展開の促進を図ります。 

また、県内中小企業の攻めの経営への意欲を喚起し、その実現に不可欠となる専門人材の採

用を支援するため、プロフェッショナル人材戦略拠点を（公財）あきた企業活性化センター内に

設置するなど、人材面での経営基盤強化に向けた支援の充実を図ります。 

 

(2) 新たなチャレンジ・事業拡大の推進 

地域経済を牽引する中核企業の育成を図るため、革新的な技術等により業績拡大を目指す企

業に対し、経営面や技術面、営業力の強化に向けた支援、さらには、サプライチェーン形成に向

けた取組への支援を行うほか、新規性の高い意欲的な取組をＩｏＴ等先進技術の活用等により行

おうとする県内の製造業を営む中小企業を「かがやく未来型中小企業」として、当該企業が行う

取組を支援します。 

また、あきた中小企業応援ファンド事業により、産学・企業間連携した共同研究による新商

品開発、生産性向上等に向けた取組を支援します。 
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(3) 戦略産業の育成 

成長産業として期待される航空機・自動車産業を振興するため、取引拡大に向けた展示商談会等

の開催や輸送機メーカーＯＢのアドバイザーによるマッチング支援など、意欲のある企業に対する

参入支援を行うとともに、サプライチェーン形成につながる国際認証の取得や一貫工程化に向けた

インフラ整備を支援するほか、企業の中核を担う人材の育成、高校生に対する工場見学会など将来

の輸送機産業を担う人材の育成を進めるなど、県内での経済波及効果を高める取組を進めます。 

また、秋田発の技術シーズによる複合材の革新的な低コスト製造技術を産学官金共同で研究開発

することにより、航空機構造物の製造拠点化を目指すとともに、その途上において自動車や建築土

木等多様な分野での事業化を推進します。 

さらに、自動車・航空機産業で今後拡大が見込まれる電気モーター等の新世代パワーユニットの

製造拠点化を図るため、モーターコイルに関する革新的な技術を有する県内企業を中心としたコイ

ル製造の一貫工程化等に向けた取組や、県内における航空機システム電動化の研究開発拠点を創生

して産業化の基盤とするため、産学官金による共同研究活動を支援します。 

医療福祉関連産業については、医療機器の製造販売業者、大学や公設試験研究機関、医療機関が

有するニーズやシーズを県内企業とマッチングして参入の促進を図るほか、医療福祉現場の課題解

決につながる機器開発の取組に対して支援することで、県内の医療福祉関連産業の成長を促進しま

す。また、本県では、がんの死亡率が他県と比較して高く、がん予防、早期受診促進等総合的な対

策を講じているところであり、その課題解決のひとつとして、産学官のコンソーシアムによりこれ

らの医療ニーズに対応した新たな機器開発に要するコア技術の開発を支援するとともに、サプライ

チェーン形成による県内産業の高付加価値化を図ります。 

さらに、医療福祉関連産業に係る知識を修得する機会を県内企業に提供することにより、将来を

担う専門人材の育成を図るとともに、県内大学において、関連企業をＰＲすることにより、製品開

発を担う人材の県内就職を促進します。 

 

(4) 地域産業の振興 

それぞれの地域の資源を活用した新たな地域産業の創出や、既存の地域産業の拡大等に向けたア

クションプログラムに基づく具体的事業を実施する市町村等を支援します。 

伝統的工芸品等については、「第３期あきた伝統的工芸品等産業振興プラン」に基づき、産地・事

業者、市町村、県が一体となって、産地の将来を担う人材の育成や現代のライフスタイルに合った

商品開発の取組への支援に加え、産地等による積極的な国内外への展開を支援することで、新たな

販路の開拓とブランド化を推進します。 

また、関係機関と連携し、食品事業者の生産性向上等の改善活動を支援するほか、商品の開発・

製造から市場展開までの戦略の構築を実践する人材育成講座等を開催するとともに、加工技術レベ

ルや生産性向上等に要する設備投資への支援を行い、県内食品事業者の育成を進めます。 
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社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

成長分野の競争力

強化と中核企業の

創出・育成 

中小企業・小規模

企業者の活性化と

生産性向上 

 

２ 地域産業振興課・輸送機産業振興室 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
  

自動車産業強化支援事業 32,671 

○輸 航空機産業強化支援事業 9,081 

○輸 新世代航空機部品製造拠点創生事業 89,327 

○輸 新世代パワーユニット中核拠点創生事業 9,513 

○輸○新 航空機システム電動化研究推進事業 10,000 

医療福祉関連産業成長促進事業 13,725 

先進がん医療等コア技術開発推進事業 40,555 

ものづくり中核企業成長戦略推進事業 155,404 

産業技術センター研究推進費 68,361 

あきたものづくり創生事業 33,254 

  

  

中小企業支援機関活動補助事業 198,244 

企業競争力強化事業 70,389 

企業生産性向上事業 11,405 

知的財産有効活用事業 1,810 

産業デザイン活用促進事業 10,360 

がんばる中小企業応援事業 40,992 

○新 かがやく未来型中小企業応援事業 130,170 

提案型地域産業パワーアップ事業 9,278 

○新 あきた中小企業応援ファンド 375,860 

技術支援加速化事業 7,891 

伝統的工芸品等振興事業 16,803 

食品事業者基盤強化事業 19,668 

  

プロフェッショナル人材活用促進事業 36,028 

○新 戦略産業人材獲得支援事業 7,000 

女性が働きやすい職場環境整備事業 9,727 

  

  

  

(千円) 

（注 1）○輸は、輸送機産業振興室の事業 

産業人材の確保・

育成と働きやすい

環境の整備 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○輸 自動車産業強化

支援事業 

 

32,671 

一    32,671 

 

 

人材育成や品質管理の向上等により、本県の自動車産業関連

企業の競争力を強化するとともに、県内企業の技術を積極的に

売り込み、取引拡大を促進することにより、自動車産業の振興

を図る。 

 

１．競争力強化支援事業                19,008 

(1)人材の育成、ＱＣＤの向上支援 

自動車産業で求められる品質管理等の人材育成セミ

ナーの開催や、企業の将来を担う中核人材育成のため

の「あきたクルマ塾」を実施するほか、県内企業の競

争力強化に向けて、個別支援を実施する。 

 

(2)プロジェクトマネージャー等による支援 

自動車メーカーＯＢを(公財)あきた企業活性化セン

ターに配置し、県内企業の技術指導やサプライヤーと

のマッチング、県内企業間の連携を促進する。 

 

(3)認証取得支援 

海外メーカーとの取引の際に求められる自動車の国

際的な品質マネジメントシステム規格（IATF16949）の

取得に必要な経費を助成する。 

・補助率 1/2 

・補助限度額 3,000 千円 

 

２．参入促進支援事業                 7,468 

(1)商談会等の開催 

自動車メーカーとの新規取引、取引拡大を目指し、東

北・北海道 8道県及び北東北 3県展示商談会等を開催す

る。 

 

(2)マッチング支援 

中京地区に自動車メーカーＯＢのアドバイザーを配

置し、サプライヤー等に対し、ニーズの掘り起こしや

売り込みを行い、県内技術シーズとのマッチングを図

る。 

 

(3)研修生活動費 

県内企業の取引拡大のため、トヨタ自動車の仕事の

進め方、特にサプライヤーとの原価低減の取組等を実

践的に研修させ、自動車産業に係る専門的な人材を育

成する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○輸 自動車産業強化

支援事業（つづき） 

 

 

 ３．次世代自動車普及促進事業                   6,195 

(1)あきたＮＥＸＴモーターショーの開催 

次世代自動車の普及促進及び学生の県内定着のた

め、次世代自動車や県内部品メーカーのＰＲイベント

開催を支援する。 

○輸 航空機産業強化

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,081 

国     2,099 

一     6,982 

中長期的に成長が見込まれる航空機産業において、特殊工程

の導入などによる一貫工程化、サプライチェーンの形成につな

がる設備投資をする県内企業に対し重点的な支援を実施し、よ

り高い技術水準、事業基盤への引き上げを図るとともに、県内

企業の技術力、品質管理能力等の底上げにより裾野の拡大を図

り、大手航空機メーカーからの一貫工程の受注能力を持つ生産

拠点の形成を目指す。 

 

１．競争力強化支援事業                 6,084 

(1)認証取得支援 

航空機産業に参入するにあたって必要とされる世界

標準の品質マネジメントシステム規格（JISQ9100）、特

殊工程作業に対する国際的な認証制度（Nadcap）の認

証取得に係る必要経費を助成する。 

・補助率 1/2 

・補助限度額  JISQ9100    1,000 千円 

        Nadcap      3,000 千円 

 

(2)サプライヤー育成事業 

県内企業に対する品質管理研修や加工技術研修等を

開催する。 

 

  (3)未来の輸送機産業人材育成事業 

      県内高校生を対象に自動車産業及び航空機産業への

関心を高めるための工場見学会等を開催する。 

 

(4)航空機産業戦略会議開催事業 

     航空機産業の拠点形成に向け、参入促進、サプライチェ

ーン構築、人材育成等の戦略を検討する会議を開催する。 

 

２．参入促進支援事業                2,997 

(1)販路開拓支援事業 

航空機産業アドバイザー及び東北航空宇宙産業研究 

会と連携し、航空機メーカー等とのマッチング支援を実 

施する。 

 

(2)サプライチェーン構築支援事業 

専門家による県内企業の訪問指導やサプライチェー 

ン構築に向けたマッチングを実施する 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○輸 航空機産業強化

支援事業（つづき） 

 

 ３．地方創生産業インフラ整備事業             

特殊工程の導入など一貫工程化、サプライチェーンの 

形成につながる設備投資に対して支援する。 

 

・補助率 1/2、1/3、1/4（要件による） 

・補助限度額 500,000 千円以内 

○輸 新世代航空機部

品製造拠点創生事業 

 

 

 

 

 

 

89,327 

国    43,979 

一    45,348 

 

 

 

 

 

 県内大学の技術シーズを活用し、複合材の新たな形成技術及

び検査技術開発を実施することで、航空機部品等の県内におけ

る製造拠点化を推進する。 

 

１．新世代航空機部品製造拠点創生事業       89,327 

産学官による複合材の革新的な低コスト製造技術、接 

合検査技術の開発を「秋田複合材新成形法技術研究組合」

に委託して実施する。 

 

○輸 新世代パワーユ

ニット中核拠点創生

事業 

 

9,513 

国     4,756 

一     4,757 

 

自動車・航空機産業で今後拡大が見込まれる電気モーター等 

の新世代パワーユニットの製造拠点化を図るため、モーターコ 

イルに関する革新的な技術を有する県内企業を中心としたコイ 

ル製造の一貫工程化等に向けた取組を支援する。 

 

１．一貫工程化に対する支援 

(1)生産性の高い生産体制構築への支援      9,397 

一貫工程化及び量産化を実現するため、コイルを製造 

する県内企業に生産改善アドバイザーを派遣し生産性の 

高い生産体制構築を支援する。 

 

(2)技術習得等への支援 

特殊塗装技術習得や大学との共同研究に要する経費

に対し助成する。 

 

２．自動車部品のサプライチェーン形成促進        116 

防錆塗装工程を県外に発注している県内企業を訪問調 

査し、本事業の助成によって新たに県内に整備される防錆 

事業の利用促進を行い、県際収支の改善を図る。 

○輸○新 航空機システ

ム電動化研究推進事

業 

 

10,000 

国     5,000 

一     5,000 

 

県内に航空機システム電動化の研究開発拠点を創生し産業化 

の基盤とするため、産学官金による共同研究活動を支援する。 

 

１．燃料ポンプ電動化研究室設置経費           10,000 

      燃料ポンプの電動化研究を秋田県立大学等が大手重工と 

共同で進める取組に対し、研究に要する経費を支援する。 

 



- 40 - 

 

  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

医療福祉関連産業成

長促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,725 

寄     100 

一    13,625 

 

 

 

 医療福祉関連産業の成長を促進するため、医療福祉分野の設

備機器等に関するニーズを収集するとともに、県内企業と医療

福祉機器製造販売業者等とのマッチングを図るほか、新製品の

開発支援や担い手人材の確保・育成を推進する。 

１．マッチング推進事業             1,620 

県内企業と医療福祉機器メーカー等とのマッチングを図 

る。 

 

２．医工連携人材育成事業            3,272 

(1) 医療福祉関連産業創生塾開催事業 

県内企業に医療福祉関連産業に係る知識等を修得する 

機会を提供し、中核人材の育成を図る。 

 

(2) 医療福祉関連産業理解促進セミナー開催事業 

県内大学において、県内企業による開発技術に係る展 

示と講演を行い、製品開発を担う人材の県内就職を促進す 

る。 

 

３．課題解決型医療福祉機器開発事業       8,833 

医療機関から医療ニーズを収集し、製造販売業者等に 

提供するとともに、製造販売業者等と共同で製品開発を行 

う県内企業に対して支援する。 

・補助率 2/3 

・補助限度額 5,000 千円 

・補助期間 最長 24 カ月 

先進がん医療等コア

技術開発推進事業 

40,555 

国    20,277 

一    20,278 

 医療ニーズに対応するため、産学官のコンソーシアムによる

新たな機器開発に要するコア技術の開発を支援するとともに、

サプライチェーン形成による県内産業の高付加価値化を図る。 

 

１．先進がん医療等コア技術開発推進事業     40,555 

    産学官で構成するコンソーシアムによる新たながん治療 

等の技術開発に要する経費を補助する。 

ものづくり中核企業

成長戦略推進事業 

155,404 

国   49,848 

入  105,543 

諸     13 

 

 地域経済の中核的役割を担うことのできる企業の創出を促進

するため、地域経済の牽引役を目指す企業を支援対象企業とし

て認定し、将来にわたって企業の成長が見込まれる事業プロジ

ェクトに対して、成長戦略の策定から事業化まで一貫した支援

を実施する。 

・補助率 通常枠      1/2 

コネクターハブ枠 2/3 

※コネクターハブ枠は、県外から付加価値の 

高い受注を獲得し、県内発注（工程外注、材 

料仕入等）を増加させるなどの取組により地 

域経済の牽引役を目指す企業を対象とする。 

・補助限度額 15,000 千円/年度 

・補助期間 最長 3カ年度 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

産業技術センター研

究推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68,361 

 諸    39,652 

 一    28,709 

先導的で、成長が見込まれる産業分野において、新たなニー

ズに応えるための研究シーズを育成し、企業との共同研究や技

術移転により事業化を推進する。 

１．ＩｏＴ・ＡＩを活用した生産工程のスマート化に関す

る研究      （期間：H30～32、H30 事業費:4,673） 

２．自動車用複雑形状部品のための熱変形レスレーザー焼 

入れ技術に関する研究 

（期間：H30～32、H30 事業費：2,193） 

３．電界砥粒制御技術を用いた新たな切断技術の開発 

（期間：H30～34、H30 事業費：3,187）          

４. 熱伝導性・耐摩耗性に優れた高機能焼結材料の開発 

（期間：H29～31、H30 事業費：3,668） 

５．セルロースナノファイバーを用いた複合材料の成形加 

工技術の研究開発（期間：H29～31、H30 事業費：6,039） 

６．新規電磁場センシング・ワイヤレス給電技術の研究開 

発（期間：H28～32、H30 事業費：3,546） 

７. 県内産業の高度化を図るロボティクス技術の研究開発 

（期間：H28～32、H30 事業費：2,602） 

８. 再生可能エネルギーからの水素製造と高純度化に関す 

る研究開発  （期間：H28～32、H30 事業費：2,119） 

 

 【受託・共同研究】 

民間企業等からの受託・共同研究 （H30 事業費：40,334） 

あきたものづくり創

生事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33,254 

使    750 

一    32,504 

新たなものづくり時代を見据えながら、県内企業からのニー

ズを踏まえ、ものづくりに必要な人材を育成するとともに、最

新加工技術や新たな材料に関する技術移転を図ることにより、

県内企業の付加価値の高い製品開発を促進する。 

１．ものづくり設計技術者育成事業           11,493 

3 次元ＣＡＤによる設計や硬材部品加工・測定、装置設 

備による試作など、3次元設計技術者の育成を行う。 

２．3Ｄものづくり事業                9,778 

3Ｄ鋳型積層造形装置、樹脂型 3Ｄプリンタ等による高精 

度の輸送機用部品や医療用インプラント等の製品開発等を 

支援する。 

 

３．機能性部材ものづくり事業          5,647 

粉末冶金技術や薄膜技術等により機能性を高めた材料を 

活用し、既存製品等の高度化や省エネ・熱利用等のデバイ 

ス開発を支援する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

あきたものづくり創

生事業（つづき） 

 

 

４．ＩｏＴものづくり事業             4,343 

   様々なセンサーから得られた情報を収集・活用し、作業 

の効率化を図ることでエネルギー、農業、医療、福祉分野 

において、働き手が少ない状況下においても産業の継続を 

可能とする製品開発を支援する。 

５．プロセス制御ものづくり事業         1,993 

    メカトロニクス技術を応用し、製造工程を改善する装置 

等の開発を支援する。 

中小企業支援機関活

動補助事業 

198,244 

一   198,244 

中小企業等の経営課題の解決を支援するため、中小企業支援 

機関である（公財）あきた企業活性化センターの活動費を補助 

する。 

企業競争力強化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70,389 

国   22,950 

入   47,384 

諸     55 

 

県内企業の付加価値生産性を向上させ、競争力を強化するた

め、企業に対する相談事業や受発注のマッチング支援などの施

策を実施するとともに、事業化プロデューサーや研究開発コー

ディネーターによる研究開発の加速化や新たな売上創出を図る

ための一連の企業活動の支援を行う。 

 

１．企業相談事業                 3,443 

ワンストップ移動相談事業・専門家派遣事業により、県 

内の中小企業等に対する相談体制を整備し支援する。 

 

２．販路拡大支援事業              25,316 

受発注取引あっせんのためアドバイザーを配置すると 

ともに、商談会の開催などにより、県内企業と発注企業の 

取引マッチングを図る。 

 

３．団体連携等推進支援事業            3,500 

異業種企業の団体等が、異業種・地域間連携して自主的 

に取り組む産業振興や課題解決等の活動を支援する。 

・補助率  1/2 または 2/3 

・補助限度額 1,500 千円 

 

４．事業化プロデュース事業           38,130 

事業化プロデューサーを配置し、新たな売上を創出する

ための一連の企業活動を支援する。また、研究開発コーデ

ィネーターを配置して、県内企業が抱える技術課題の解決

や研究開発から事業化までの相談に対応し、産学官連携や

産産マッチングによるコンソーシアム形成の企画・提案、

国等の競争的研究資金の獲得支援などを通じて企業を総合

的に支援する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

企業生産性向上事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,405 

一     11,405 

 

県内企業の競争力を向上させるため、高品質・短納期・コス

ト低減に必要な生産現場の改善指導を実施するとともに企業の

生産性を向上させる自発的な改善活動等の取組を支援する。 

 

 １．企業生産性向上支援事業                   8,405 

   高収益体質の県内企業を育成するため、産業振興アドバ 

イザー等による生産現場の改善指導・助言を行う。 

 

２．企業競争力改善支援事業                 3,000 

      県内企業等の自発的な改善活動を促し、競争力の向上を 

図るため、生産工程の効率化の取組を支援する。 

 

 (1)改善等推進型 

生産改善アドバイザー等の外部アドバイザーによる助 

言・指導・工程分析に基づいて取り組む品質改善や生産性 

向上等の改善活動に要する経費を支援する。 

・補助率  1/2 

・補助限度額 1,000 千円 

知的財産有効活用事

業 

1,810 

  一     1,810 

県内企業による知的財産権の有効活用を促進するため、国の

特許等取得活用支援事業を活用し、（公財）あきた企業活性化セ

ンターへ知財総合支援窓口を設置し、窓口支援担当者の配置等

による総合的な知財支援を行う。 

また、「知的財産権」の啓発や活用を促進するための研修会等

を開催するほか、知的財産権の源泉である発明の奨励や創意の

高揚を促進するため、秋田県発明展を開催する。 

産業デザイン活用促

進事業 

10,360 

一    10,360 

産業デザイン、製品開発、マーケティング等についての専門

的な助言等を行うため、（公財）あきた企業活性化センターが設

置する、あきた産業デザイン支援センターの運営に必要な経費

を支援する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

がんばる中小企業応

援事業（製造業） 

40,992   

入    40,992 

県内で製造業を営む中小企業者であって、次に掲げるいずれ

かの事業に意欲的に取り組み、企業競争力の強化を図り、強い

企業への変革を目指す企業を「がんばる中小企業」として認定

し、当該企業が行う取組に必要な人材育成や機械器具等の導入

に要する経費等を支援する。（継続分のみ） 

① 新商品の開発・生産・販売 

② 新分野進出 

③ 新たな生産方法の導入 

（付加価値額年率 2％以上向上の事業計画） 

 ・補助率 1/3（小規模事業者、ベンチャー企業は 1/2） 

 ・補助限度額  10,000 千円 

 

○新 かがやく未来型

中小企業応援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130,170 

入   130,170 

 

県内で製造業を営む中小企業者であって、ＩｏＴ等先進技術

の活用等により、次に掲げるいずれかの事業に意欲をもって取

り組み、自社の生産性の向上や企業競争力の強化を図ることで

将来に渡り発展を目指す企業を「かがやく未来型中小企業」と

して、取組に必要な人材育成や機械器具等の導入に要する経費

等を支援する。 

① 新商品の開発・生産・販売 

② 新分野進出 

③ 新たな生産方法の導入 

（付加価値額年率 2％以上向上の事業計画） 

 

 ・経営力強化型 

   対 象 者  中小企業者 

（小規模事業者・ベンチャー企業も申請が可能） 

補 助 率  1/3 

補助限度額  10,000 千円 

 ・小規模経営力強化型 

   対 象 者  小規模事業者・ベンチャー企業 

補 助 率  1/2 

補助限度額  5,000 千円 

提案型地域産業パワ

ーアップ事業 

9,278 

 一     9,278 

地域産業振興の取組提案を募集し、採択された事業実施主体

による地域産業振興のアクションプログラム策定に取り組む市

町村等を支援するとともに、プログラムに基づく具体的事業の

実施を支援する。 

 

 事業実施主体：市町村、関連団体等 

 補助対象経費：地域産業振興のアクションプログラムに基づ

く具体的な取組に要する経費 

   ・補助率等 1/2 

・補助限度額 3,000 千円 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○新 あきた中小企業

応援ファンド 

375,860 

 一   375,860 

 中小企業の付加価値向上を図るため、地域中小企業応援ファ

ンドを積み増しし、新商品開発や新技術開発を支援する。 

 

 事業実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 

技術支援加速化事業 7,891 

一     7,891 

 

第一線の研究者が自ら県内企業の相談に応じ、その企業に適 

した技術のカスタマイズを行うなど、問題解決や商品開発につ 

ながる技術支援活動を加速化する。 

伝統的工芸品等振興

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,803 

一    16,803 

 

様々な課題を抱える伝統的工芸品等の産業振興を図るため、

地域の実情に応じた振興施策を実施する。 

また、国内市場が縮小を続ける中、日本の伝統文化やものづ

くりに対する関心が高まっている国内外への展開を支援するこ

とにより、新たな販路の開拓とブランド化につなげる。 

 

１．伝統的工芸品等振興補助事業          8,000 

地域の実情に応じて市町村及び産地等が実施する伝統的

工芸品等振興策に要する経費の一部を補助する。 

(1)通常枠 

    市町村及び産地等が実施する事業 

    ・補助率 2/3  

・補助限度額 1,000 千円 

 

２．全国伝統的工芸品展等負担金          1,784 

（一財）伝統的工芸品産業振興協会が実施する事業等を

活用し販路拡大を図る。 

 

３．伝統的工芸品等産地間連携事業          115 

県伝統的工芸品等産業振興協議会を開催するほか、第３

期あきた伝統的工芸品等産業振興プランの検証を行う。 

 

４．伝統的工芸品等海外展開促進事業            6,904 

(1)欧州展開プロモーション事業 

日本文化に対して関心が高く、かつ世界への発信力が

強いフランス等で秋田の食・酒・観光と連携したプロモ

ーション活動を行う。 

 

(2)伝統的工芸品等振興補助金（海外展開枠） 

産地組合・協会が主体となって、海外展開のために行

う産地のブランド化の取組や事業者が海外でビジネスを

展開するための取組に要する経費の一部を支援する。 

    ・補助率 2/3  

・補助限度額 5,000 千円（3カ年） 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

食品事業者基盤強化

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,668 

一      19,668 

 

食品事業者が行う競争力向上や事業活動拡充の取組を支援

し、本県食品産業の基盤を強化する。 

 

１．食品事業者生産性向上支援事業                 2,905 

     生産性向上等の改善活動をモデル的に実施する食品事業

者を支援するとともに、活動を広く普及するセミナーを実

施する。 

 

(1) 改善活動の支援 

     食品製造現場における改善活動をアドバイスする指導

者を派遣する。 

・件      数  年間 4 件（前期、後期各 2 件）  

・派遣回数等  月 2 回・6 ヵ月間 

(2)「カイゼン」導入セミナー開催（年1回） 

 

２．食品産業人材育成事業              3,577 

     商品の開発・製造から市場展開までの戦略の構築を実践

する人材育成講座等を開催する。 

  ・実施回数  4回（延べ7日間）程度 

   ・受講者数  15名まで 

  ・内  容  マーケティングノウハウ、生産管理手法、

商品戦略の実務事例研究等 

 

３．食品事業者経営基盤強化支援事業        8,000   

      県内食品事業者の競争力を向上させるため、経営革新計

画や経営力向上計画に基づき、経営基盤強化を図る取組に

要する経費のうち、新たな機械設備導入にかかる経費の一

部を補助する。  

    ・補 助 率  1/2 

  ・補助限度額    2,000千円 

  ・採 択 件 数    4件程度 

 

４．食品事業者連携支援事業                      5,186 

   県内食品事業者の事業者間連携や商品戦略等をアドバイ

スする専門員の配置を支援し、中間加工を含む事業活動の

拡充を促進する。 

    ・配 置 先  （公財）あきた企業活性化センター 

・配置人数    1 名 

プロフェッショナル

人材活用促進事業 

 

36,028 

国   17,912 

一   18,116 

 

今後の事業展開に意欲的な企業の中核人材の採用をサポー

トする「プロフェッショナル人材戦略拠点」を(公財)あきた企

業活性化センター内に設置し、人材面での経営基盤強化に向け

た支援機能の充実を図る。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○新 戦略産業人材獲

得支援事業 

7,000 

一     7,000 

県外企業からの人材還流を促進するため、民間人材紹介事業

者を通じ、県内への移住が伴う形で県外在住の専門人材を雇用

した成長分野関連県内企業に対し、人件費等の一部を助成する。 

  ・補 助 率 1/2 

 ・補 助限度 額 1,000 千円 

・補助対象経費 給与、社会保険料、転居費用 

女性が働きやすい職

場環境整備事業 

9,727 

一   9,727 

 

企業の魅力向上を図り、県内企業への新規就労と定着を促進

するために、女性が働きやすい環境の整備等（仕事と子育ての

両立、良好な職場環境の構築等）を行う企業を支援する。 

・補 助 率 1/2 

・補 助限度 額  1,000 千円 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業集積課 
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１ 産業集積課 施策推進方針 

 

最近の国内製造業では、世界経済の回復に伴う輸出の増加基調や、五輪関連需要及び消費税率引き

上げ前の駆け込み需要など、好調な企業収益を背景に、事業拡大に向けた設備投資や雇用拡大の動き

が続いています。本県においても、「あきた未来総合戦略」における企業の誘致認定件数及び誘致済

企業等の施設・設備の拡充件数は、対象年度の平成 27 年度以降、重要業績評価指標を上回る水準で

推移しています。しかしながら、全国的には依然として低位であるほか、米連邦準備制度理事会（FRB）

による利上げに伴う国内外の金融市場動向の変化や、人口減少や少子高齢化を背景とした人手不足の

深刻化に伴う人件費増及び事業活動の停滞などの影響にも常に注視していく必要があり、引き続き楽

観できない状況にあります。 

このような状況を踏まえ、今後さらに県内への企業立地を促進し、多様で安定した、質の高い雇

用を創出していく必要があります。 

 

(１) 多様で安定した雇用につながる企業立地の促進 

企業誘致においては、現在も成長過程にあり、今後も拡大が見込まれる産業（輸送機関連・新エ

ネルギー関連・医療福祉関連・情報関連・食品加工関連）を主なターゲットに、県や市、民間団体

からなる秋田県企業誘致推進協議会などと連携し、全国トップレベルの各種優遇制度、優秀な人材

や低コストな事業環境、着実に進む交通インフラなどの立地環境、高度な技術を持つ企業や公設試

験研究機関など、豊かな県内資源を広くＰＲしながら、これらの成長産業の集積を更に推し進める

ほか、ＩｏＴやＡＩを始めとする第４次産業革命分野に取り組む先進的なベンチャー企業の県内進

出の可能性について調査を進めるとともに、誘致済企業については県内企業と技術・製品・サービ

スを相互に補完し合い、双方がメリットを享受できるよう、県・市町村が連携し、きめ細かいフォ

ローアップを行うことにより、その事業の継続・拡大を支援していきます。 

 

(２) 工業団地の利活用と整備の推進 

多様な企業ニーズに対応した誘致を推進するため、工業団地の分譲価格の割引制度など、企業が

進出しやすい制度を継続しそのＰＲに努めるとともに、除草や伐木、団地内道路整備など工業団地

の環境整備に努め、分譲・貸付の促進を図ります。 

特に、医療・医薬品や食品関連企業の集積が進む大館地域においては、企業ニーズに迅速に対応

するため、継続して工業団地の拡張整備に取り組んでいきます。 
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２ 産業集積課 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （千円） 
  

○新はばたく中小企業投資促進事業 －    

がんばる中小企業応援事業（企業立地・  

雇用増加型） 163,494  

立地環境プロモーション強化事業 6,109     

企業立地促進事業 2,026,135     

産業集積加速化事業 14,275     

本社機能等移転促進事業 20,644     

工業団地開発事業費 506,201     

  

  

  

  
  

社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

国内外の成長市場

の取り込みと投資

の促進 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○新 はばたく中小企

業投資促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

成長分野への参入など事業拡大に向けた設備投資と雇用拡大

を行う中小企業を「はばたく中小企業」として認定し、当該企

業の新たな取組を支援することで、新たな雇用機会の創出と地

域経済の活性化を図る。 

※認定した案件について、補助金の支出が見込まれる時期に

合わせて、予算の計上を行う。 

 

○対象業種  

   製造業、情報通信関連業、流通関連業 

○補助の要件 

ａ 投下固定資産額 1 億円以上 3 億円未満（土地代除く、

環境・エネルギー型企業（電気業等は除く）は 30,000

千円以上） 

ｂ 新規常用雇用者 5 人以上 

（環境・エネルギー型企業で従業員 100 人以下の場合

又は本社機能の移転を行う企業の場合は 2 人以上） 

○補助率等 

 ａ 投下固定資産 土地代を除く投下固定資産額の 10％ 

   （補助率の加算） 

      製造業で次に該当する場合 

① 地域未来投資促進法に基づく促進区域かつ対象

業種、又は資源素材型、環境・エネルギー型企

業：＋5％ 

② 新規常用雇用者 30 人以上、又は生産工程等にお

いて第４次産業革命分野を活用：＋5％ 

③ 新規常用雇用者の 50%以上が女性：＋5％ 

※業種指定及び年齢要件あり 

④ 特別加算 

ｂ 人材育成費    新規立地企業又は新規事業に進出する

企業が重点分野事業の人材育成に要す

る経費の 1/2（限度額 250 千円／人） 

※交付限度額 技術者派遣型 2,500 千円 

指導者招聘型  500 千円 

 ○交付限度額 

   30,000 千円 

 

がんばる中小企業応

援事業（企業立地・

雇用増加型） 

163,494 

入   163,494 

 

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を

「がんばる中小企業」に認定し、当該企業の雇用創出と設備投

資に対して助成する。（平成 29 年度で制度終了） 

立地環境プロモーシ

ョン強化事業 

6,109 

国     5,676 

一       433 

県の工業団地や産業基盤、都市機能、企業立地の優遇制度等

に関する本県の立地環境について、専門誌や全国紙への広告掲

載等を行い、国内外への企業に強力なＰＲを行う。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

企業立地促進事業 

 

2,026,135 

入 2,026,135 

 

 

あきた企業立地促進助成事業補助金 

（旧重点企業導入促進助成事業補助金 平成 11 年度～） 

 本県産業の活性化と雇用の拡大を図るため、工場等の新増設

のための設備投資及び人材育成に係る費用の一部を助成し、県

内への誘致・立地を促進する。 

 

(1)設備投資支援 

 ○対象業種 

    製造業、情報通信関連業、研究開発型企業、流通関連業 

 

  ○補助の要件 

  ａ 投下固定資産額 3 億円以上（土地代除く） 

    ｂ 新規常用雇用者 10 人以上 

    （研究開発型企業又は本社機能等の移転等を行う企業

は 5人以上） 

 ○補助率等 

  ａ 投下固定資産 土地代を除く投下固定資産額の 10％ 

    （補助率の加算） 

     製造業で次に該当する場合 

① 企業立地促進法の基本計画に定める業種又は資

源素材・環境エネルギー分野：＋5％ 

② 新規常用雇用者 50 人以上：＋5％ 

③ 新規常用雇用者の 50%以上が女性：＋5％ 

※業種指定及び年齢要件あり 

④ 特別加算       

     （注）投下固定資産額が 100 億円を超える部分は 10％

(加算無し) 

b 人材育成費    新規立地企業又は新規事業に進出する

企業が重点分野事業の人材育成に要す

る経費の 1/2（限度額 250 千円／人） 

※交付限度額 技術者派遣型 2,500 千円 

指導者招聘型  500 千円 

 ○年間交付限度額 

   5 億円 

   （限度額の加算） 

    製造業で次に該当する場合 

① 特別加算該当：＋5 億円 

 

 ○交付限度額 

   5 億円 

    製造業で次に該当する場合 

① 新規常用雇用者  50 人以上：＋5 億円  

② 特別加算該当件数×5億円：最大 25 億円  

③ 研究・開発施設併設 : ＋5 億円  
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

企業立地促進事業 

（つづき） 

 (2)事業集約支援 

 県内で事業を行っている企業が、県外から県内の事業所へ事

業を集約する企業を支援する。 

 ○対象業種 

  製造業、製造関連サービス業 

 ○補助の要件  

ａ 事業集約に伴う経費 10,000 千円以上 

ｂ 新規常用雇用者   2 人以上 

 ○補助率等 

  補助率   20％ 

  交付限度額 20,000 千円  

産業集積加速化事業 

 

14,275 

 諸        27 

一    14,248 

県内産業集積をさらに加速するため、成長産業に加えＩｏ

Ｔ・ＡＩ関連ベンチャー企業をターゲットに新規誘致企業の開

拓と誘致済企業の成長支援を行う。 

○県内事業環境招聘や立地アドバイザーを活用した重点攻略

企業への開拓・アプローチ 

○企業訪問専門員の配置による誘致済企業へのフォローアッ

プ 

○民間シンクタンクの情報・知見等を活用した有望ベンチャ

ー企業の開拓・アプローチ 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

本社機能等移転促進

事業 

20,644 

一  20,644 

 

 

本社機能等移転促進補助金 

企業の本社機能等の移転において、県内への移転等に要する

経費を助成し、秋田での事業の拡大や、多様で安定的な雇用の

創出を支援する。 

 

○対象企業 

  県内に本社機能等を移転し、本店登記する企業 

  （本店登記については、登記を行わない場合でも認める場    

合がある。） 

○補助の要件 

  県内本社機能等での増加常用雇用者数 2名以上（役員含む） 

 ※本社機能等…全社的な事業活動を統括する管理業務部門、 

調査・企画部門、情報処理部門、研究開発部 

門、国際事業部門及び研究所、研修所 

○補助内容 

  対象経費 移転に要する事務経費、建物及び付属設備、一 

般設備、生産設備、従業員の転居等に要する費 

用、新規常用雇用者の初年度人件費 

  補助率  40％以内 

  補助上限 40,000 千円 

 

工業団地開発事業費 506,201 

財   148,521 

越   24,075 

諸         5 

債   333,600 

  県有工業団地の未分譲地の売却・貸付、維持管理、工業用地

の環境整備等を行うほか、工業団地の拡張整備等を行う。 

 

○維持管理：測量・分筆登記委託、除草・小破修繕、松くい虫

防除等の環境整備 

○工業団地造成工事等 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業貿易課 
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１ 商業貿易課 施策推進方針 

多様化する消費者ニーズや物流に対応した商業・サービス業を振興するため、商業者による個店の魅力

向上や商店街の活性化を図るとともに、本県の地域課題を解決する新サービスの創出等を促進します。ま

た、地域経済の活性化が期待できる起業についても、起業家意識の醸成から起業後のフォローアップまで、

切れ目のない支援を県内各地で実施し、雇用の創出や若者の県内定着につながるよう取り組みます。 

さらに本県は、ロシア極東や中国東北部に最も近いという地理的な優位性を有していることから、その

メリットを最大限活用しながら、国際コンテナ定期航路が就航している秋田港を東アジア地域における物

流・経済交流の拠点として位置づけていくことが重要です。 

このため、秋田港を基点とする国際コンテナ定期航路の維持・拡充とともに、中国やロシア極東、アセ

アン諸国の政府機関等との連携、あるいは海外に設置した拠点等を通じた企業の海外展開支援などを通じ、

本県の企業が海外との取引に取り組みやすい環境整備を図ります。 

 

(1) 商業・サービス業の振興と起業の促進 

商業・サービス業の振興を図るため、市町村等と連携して、商店街の若手人材の育成や空き店舗と起業

者とのマッチング等を支援するほか、社会ニーズに対応した付加価値の高いサービスの創出や今後成長が

見込まれる分野への進出、ＩＣＴ活用等による県内・海外への販路拡大等を支援します。 

また、起業を促進するため、商工団体等と連携し、高校生や大学生等の起業家意識の醸成を図るほか、

若者・女性・シニアなど幅広い層を対象とした起業に必要な基礎的スキルの習得支援、起業時の初期投資

費用等への助成等に加え、女性・若手起業家の事業拡大に向けた個別集中支援を実施します。 

 

 (2) 県内企業のビジネス拡大と物流ネットワークの構築 

中国、韓国、ロシア極東など環日本海地域の国々や台湾及びタイ、ベトナムなどのアセアン諸国におい

て、海外に設置した拠点等を活用し見本市への出展や商談等の活動を支援するとともに、あきた海外展開

支援ネットワークなどを通じて関係各支援機関の連携を強化し、専門家等の活用により継続的な取引に向

けた県内企業の海外展開を集中的に支援します。 

また、官民協力してのポートセールス活動や荷主奨励金制度の活用等により、秋田港国際コンテナ定期

航路の利用促進を図るとともに、地理的優位性の高いロシア極東地域やコンテナ貨物の需要が高い東南ア

ジア等への新規直行航路の開設を目指すことなどにより秋田港の利便性を高めるほか、シーアンドレール

構想の実現を見据えた取組を進め、環日本海地域における物流拠点化を推進します。
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２ 商業貿易課 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （千円） 
  

あきた起業促進事業 48,759 

商業活性化・まちづくり支援事業 7,013 

○新攻めのサービス産業等応援事業 30,047 

がんばる中小企業応援事業 7,870 

  

環日本海物流ネットワーク構築推進事業   35,167 

東アジア経済交流強化事業 13,432 

県内企業海外展開支援事業 32,837 

  

  

  

  

  

  

  

  

社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

国内外の成長市場

の取り込みと投資

の促進 

 

中小企業・小規模

企業者の活性化と

生産性向上 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

あきた起業促進事業 

 

 

48,759 

国  12,368 

  入  36,391 

 

県内における起業を促進し、地域経済の活性化を図るため、

商工団体等と連携して、起業家意識の醸成から起業後のフォロ

ーアップまで、切れ目のない支援を県内各地で実施する。 

１．起業家育成事業                4,110 

  若者の起業家意識を醸成するとともに、起業に必要な基

礎的スキルを習得するためのセミナーを開催する。 

  ・高校生等起業体験 

  ・起業スキル習得塾 

 

２．起業塾受講者等個別サポート事業        2,100 

  起業塾受講者等に対し、専門家による個別サポートを実

施し、確実な起業に結びつける。 

 

３．起業支援事業                20,347 

  起業に要する初期投資費用や人件費を助成する。 

  ・通常枠（補助率 1/2、限度額 1,500 千円） 

  ・A ﾀｰﾝ起業・移住起業枠（補助率 1/2、 

限度額 2,000 千円） 

 

４．インキュベーション・マネージャー養成支援事業 

535 

インキュベーション・マネージャーの養成費用を商工団

体に助成する。 

 

５．ＩＣＴ活用によるグローバル起業家人材育成支援事業 

9,909 

県内在住の大学生等を対象に、ＩＣＴツールを活用し、

秋田を拠点として、国内外から高付加価値な仕事を受注で

きる起業家人材を 2 年間にわたり育成する。 

 

６．○新女性・若者起業家応援事業          11,758

女性や若手起業家の事業拡大に向けた個別集中支援を 

行うとともに、その成功事例をモデルとして、県内にお 

ける起業意識の醸成を図る。 
 

商業活性化・まちづ

くり支援事業 

7,013 

一     7,013 

空き店舗を活用した新事業の創出を促進し、市街地における

商業・サービス業の振興を図るため、市町村と連携して、商店

街の若手人材の育成や空き店舗と起業者とのマッチング等を支

援する。また、商店街振興組合連合会が実施する指導事業を支

援する。 

１．○新起業者を呼び込める商店街づくり支援事業  6,782 

２．商店街振興組合指導事業                  231 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○新 攻めのサービス

産業等応援事業 

 

 

 

 

30,047 

入    10,000 

一   20,047 

 

 

 

 自社の強みやＩｏＴ等の先進技術を活かした新事業の創出

を促進し、更なる成長を目指す中小企業を支援することによ

り、県内産業の活性化を図る。 
 

・補助率 1/3（小規模企業者・ベンチャー企業は 1/2） 

・補助限度額 5,000 千円 
 

がんばる中小企業応

援事業（非製造業） 

7,870 

一     7,870 

 

 

 

    

意欲を持って自社の競争力強化を図ろうとする中小企業

（がんばる中小企業）に対し、ハード・ソフトの両面から支

援することにより、県内産業の活性化を図る。（継続分のみ） 
  

 ・補助率 1/3（小規模企業者・ベンチャー企業は 1/2） 

・補助限度額 5,000 千円 
 

環日本海物流ネット

ワーク構築推進事業 

 

35,167 

入    35,167 

 

秋田港の国際コンテナ定期航路を拡充し、秋田港を利用する

企業の利便性の向上と新規荷主の獲得や継続荷主の定着化を図

るため、船会社に対する助成制度や荷主に対する奨励金制度を

運用するとともに、県内外企業へのポートセールス活動を展開

する。 
 

１．秋田港コンテナ航路新規開設・維持拡充推進事業  5,271 

 (1)新規航路開設促進事業費補助金（船社補助） 

・新規航路開設時の秋田港への寄港費用補助 

・入港料、岸壁使用料、荷役機械使用料：補助率 1/2 

・燃料費：1 回あたり 100 千円（10 回まで）※試験運航

のみ対象 
    

(2)韓国航路維持拡充要請事業 

韓国船社への航路維持・拡充及び新規開設の要請 
 

(3)新規航路開設促進事業 

中国や東南アジア航路の新規開設を要請 
 

２．秋田港コンテナ貨物利用拡大支援事業         29,896 

(1)荷主定着化促進事業費負担金（荷主補助） 

   秋田港を利用してコンテナにより輸出入を行う事業者

に対し、取扱量等に応じて奨励金を交付。 

【実施主体】秋田県環日本海交流推進協議会（負担金） 

・取扱量に応じた支援 

・新規荷主企業への陸送費支援（輸出貨物対象） 

・特殊梱包サービス（木枠、木箱等）を活用した輸出への

支援 

 

(2)秋田港ポートセールス推進事業 

県内外の事業者を訪問し、秋田港や荷主奨励金制度の

PR を行うことにより、国際コンテナ貨物利用荷主の維

持・拡大を図る。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

東アジア経済交流強

化事業 

13,432 

諸        10 

一    13,422 

 

東アジア地域における経済面を中心とした交流を民間企業・

団体等と一体となって推進し、県内企業のビジネスチャンス拡

大を図りながら、本県経済の活性化につなげる。 
 

１．秋田県環日本海交流推進協議会負担金            803 

   官民一体となって環日本海地域における様々な交流活動

を推進する協議会に対し、活動費の一部を負担。 
 

２．国際交流員受入事業                  4,572 

  本県との交流関係が続いている中国東北地域から国際交

流員１名を受け入れる。 
 

３．ロシア沿海地方経済交流強化事業            1,360 

(1)ロシアビジネスサポート事業          

  ロシア沿海地方にビジネスサポート体制を構築し、現

地での県内企業の活動を支援する。 
 

(2)シーアンドレール構想推進事業 

ロシア航路開設に向け、北東北におけるロシア向け貨

物の潜在調査を行い、ポートセールスを通じて秋田港への

貨物集荷を図る。 
 

４．中国東北３省経済交流強化事業               1,578 

中国東北３省や日本国内の自治体トップ等が参加する会

議への出席等を通じて、中国東北地域との経済交流の拡大

を図る。 
 

５.中国・韓国販路拡大支援事業                   5,119 

中国・天津市訪問団の受入や韓国からのバイヤー招聘等

を通じ、県産品の販路開拓と県内企業のビジネス機会の拡

大を図る。 
 

県内企業海外展開支

援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32,837 

入  32,837 

 

県内企業の海外でのビジネスチャンス拡大に向け、国内外の

支援機関との連携を推進するほか、国際見本市・商談会等への

出展や海外拠点開設の取組等を支援する補助制度の充実によ

り、県内企業の海外展開を支援する。 
 

１．海外展開支援ネットワーク事業           2,323 

(1)海外展開支援ネットワーク運営事業       

「あきた海外展開支援ネットワーク」会議を開催し、情

報共有を図る。 

   (2) ○新 海外展開一貫支援事業          

ネットワークで連携し、専門家等の活用により継続的な

取引に向けた県内企業の海外展開を支援。 
 

２．秋田県貿易促進協会支援事業                11,640 

貿易に取り組む企業の裾野拡大や、県産品の販路拡大、

経済交流の推進を図る秋田県貿易促進協会の事業を支援。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

県内企業海外展開支

援事業（つづき） 

３．東南アジア経済・観光交流促進事業              5,340 

タイ王国バンコク都に設置している「県東南アジア経

済・観光交流連絡デスク」を拠点に、東南アジアへの展開

を目指す本県関連企業を支援。  

 

４.県内企業輸出促進応援事業            11,500 

県内企業の海外展開を促進するため、海外の展示会出展

や拠点立上げのほか、県内商社と現地輸入会社が連携して

実施する取組等を支援。 

【海外展開支援事業費補助金】 

(1)海外展開一般枠 

・対象経費 海外展示会等出展費用等 

・補 助 率  1/2 以内 

・上 限 額  800 千円  

※海外展開活動の実績がない事業者を対象にした「新

規枠」（上限 500 千円）あり。 

       

  (2)○新県内商社販路開拓支援枠 

・対象経費 旅費、通訳･翻訳費、輸送費用等 

・補 助 率  1/2 以内（上限 2,000 千円） 

 

５.海外政府機関等連携推進事業            2,034 

県との間で覚書を締結しているタイやベトナム、台湾な

どの政府機関や支援機関等と連携し、県内企業の海外展開

を支援する。 

 

(1)海外政府機関等交流推進事業 

経済協力の覚書等を締結しているタイ工業省や経済・農

業分野の協力関係強化の覚書を締結しているベトナム・

ヴィンフック省との交流・連携を推進。 

 

(2)海外支援機関等活用連携事業 

産業連携推進の覚書を締結している台湾の支援機関及

び県内業界団体等との連携により、県内企業と台湾企業

とのビジネスマッチングを推進。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源エネルギー産業課 
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１ 資源エネルギー産業課 施策推進方針 

 

本県は広大な県土を有し、自然環境にも恵まれているため、風力、地熱、バイオマス、小水力など

新エネルギーの資源が多様かつ豊富に存在しており、このポテンシャルを活かし、各地域の特性に応

じた新エネルギーの導入を図るとともに、その導入拡大を産業の振興や雇用の創出につなげるため、

新エネルギー等の供給県を目指しつつ新エネルギー産業の創出・育成を進めます。 

一方で、県内に豊富に賦存する非金属鉱物資源と、非在来型のエネルギー資源であるシェールオイ

ルやメタンハイドレートを含む石油・天然ガス資源の開発を後押しし、地域産業の振興に結びつけて

いきます。 

また、本県は、国内有数の鉱業関連産業の集積地帯であることから、最先端の製錬関連技術や人材、

施設を活用した環境・リサイクル事業を中心に、「秋田県北部エコタウン計画」を推進するとともに、

全県域においても環境調和型社会の構築に向け、環境・リサイクル産業の創出・育成を図っておりま

す。 

このため、平成２８年度に策定した「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画～第２期秋田エコ

タウンプラン～」に基づき、環境・リサイクル産業の更なる集積を推進し、一層の地域経済の活性化

を図ります。 

さらに、高圧ガス及び火薬、採石などの分野で法の適正な運用と、事業者の自主保安体制の強化を

進め、災害防止に努めます。 

 

 (1) 新エネルギー産業の創出・育成 

「新エネルギー立県秋田」の創造に向け、本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシ

ャルを活用し、洋上を含む風力発電等のさらなる導入拡大を図るとともに、建設工事、メンテナ

ンス、部品供給等の関連産業への県内企業の参入を促進するほか、産学官連携により、県内にお

いて風力発電に係るメンテナンス人材育成体制の構築に取り組みます。 

 

(2) 環境・リサイクル産業の創出 

本県は、鉱物資源や森林資源に恵まれていたことから、県北地域を中心に優れた鉱山関連技術

が培われ、それに関わる人材や施設など、鉱山関連基盤等を活用した金属リサイクル、廃棄物処

理、廃木材・廃プラスチックを活用した複合素材の製造では、国内でも有数の集積地となってい

ます。 

その成果を県全域に波及・拡大させることにより、持続可能な資源循環型社会を構築するとと

もに、環境・リサイクル産業の創出・育成を促進し、環境・リサイクル産業の更なる拠点化を目

指します。 

 

 



- 61 - 

 

金属リサイクル産業においては、平成 23 年 12 月に国から指定を受けた「レアメタル等リサイ

クル資源特区」などを活用し、レアメタル等を含む廃小型家電の更なるリサイクルを推進します。 

また、石炭灰など低・未利用資源の有効活用による事業化を促進するとともに、廃棄等の排出

抑制や減量化に寄与するリサイクル産業の集積を目指します。 

金属鉱業研修技術センターにおいては、国の研修・研究機関との連携を図りながら、金属鉱業

に関する国内外の人材育成、情報発信、企業支援、研究開発等を推進します。 

 

(3) 化学物質等による健康や生態系への影響防止 

休廃止鉱山の坑廃水による水質汚濁や土壌汚染の未然防止を図るため、鉱業権を有する事業者

（義務者）や市町村（義務者不存在の場合）が行う休廃止鉱山の坑廃水処理事業に対して助成す

るとともに、耐震補強が必要な集積場の安定化対策工事を実施します。 

また、廃止後の石油坑井からの油流出防止のため市町村が行う坑井封鎖事業に対し助成します。 

 

(4) 個性と活力に満ちた地域づくり 

発電用施設等が所在する県内１２市町村において、施設設置に伴う影響の緩和と周辺地域の住

民生活の向上を図るため、電源立地地域対策交付金を交付するなど発電用施設周辺地域対策事業

を推進します。 

 

(5) 災害防止対策の推進 

高圧ガス、火薬類及び採石関係の災害・事故を防止するため、各事業所への立入検査等を実施

するとともに、関係団体と連携し、保安啓発に努めます。 

 

(6) 水資源対策 

本県の水需給の現状と動向を把握するとともに、国の「全国総合水資源計画」の基礎資料とす

るため、水需給動態調査を実施します。 
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２ 資源エネルギー産業課 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （千円） 
  

  

新エネルギー産業創出・育成事業 31,220 

  

  

環境・リサイクル産業集積促進事業 50,617 

レアメタル等リサイクル資源特区推進事業 2,569 

金属鉱業研修技術センター研究・活動費 19,361 

○新 はばたく中小企業投資促進事業 －  

がんばる中小企業応援事業（企業立地・  

雇用増加型） 26,279  

あきた企業立地促進助成事業  

「環境・エネルギー型、資源素材型」 1,203,079 

  

電源立地地域対策事業 93,218 

休廃止鉱山鉱害防止事業 148,469 

玉川ダム維持管理費負担金 147,000 

  

  

  

社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

成長分野の競争力

強化と中核企業の

創出・育成 

基本施策 

 

国内外の成長市場

の取り込みと投資

促進 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

新エネルギー産業創

出・育成事業 

 

31,220 

国      6,482 

一     24,738 

 

 

 

 

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを活

かしながら、本県産業の一翼を担う分野として期待される新エ

ネルギー産業等への進出を支援する。 

 

１．再生可能エネルギー導入促進事業       1,665 

  (1) 風力等導入促進費 

  (2) 自然公園内の地熱発電開発優良事例の形成支援 

  (3) 再生可能エネルギー地域共生事業検討会 

 

２．県内発電事業者等育成事業              6,144 

県内事業者における風力等の再生可能エネルギーによる

発電事業等に関する取組を支援する。 

      (1) 風力発電等アドバイザーの派遣 

   (2) 風況調査支援 

 

３．新エネルギー関連産業創出支援事業        13,523 

  県内企業における風力発電等の建設工事、メンテナンス、

部品供給等への参入に向けた取組を支援するとともに、風

力発電に係るメンテナンスについて、本県をフィールドと

する人材育成システムの構築を図る。 

  (1) 風力発電に係るメンテナンス人材育成プロジェクト 

  (2) 風力発電関連産業マッチング支援事業 

  (3) 風力発電関連ライセンス等取得支援事業 

 

 ４．洋上風力発電導入促進事業                2,411 

   関連する送電網整備に関する国への働きかけ等を行うと

ともに、施工や部品供給等の関連産業への参入を目指す県

内企業による「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」

の活動として、会員企業・団体を対象としたセミナーや現

地研修等を実施する。 

 

 ５．水素エネルギー導入促進事業                 902 

   次世代エネルギーとして期待される水素について、産学

官によるコンソーシアムの活動等により、導入促進や関連

産業への参入を目指す企業の掘り起こしを図る。 

 

６．地熱エネルギー多面的利用促進事業          6,575 

産学官のコンソーシアムによる先進事例調査や関係者へ

の理解促進を通じ、バイナリー発電や農業利用など、地熱

エネルギーの多面的な利用について検討する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

環境・リサイクル産

業集積促進事業 

50,617 

入    50,512 

一       105 

 環境・リサイクル産業の更なる集積を促進し、国内外での一大

拠点を目指すとともに、県全域における環境・リサイクル産業の

創出・育成を促進し、持続可能な環境調和型社会を構築する。 

 

１．環境・リサイクル産業創出育成事業      7,374 

環境・リサイクル産業の創出・育成のため、廃棄物等の

未利用資源の有効活用や事業化への支援・普及事業を実施

する。 

(1) 環境・リサイクル産業推進調整会議 

(2) 石炭灰有効利用促進事業 

(3) 地域課題解決支援事業 

 

 ２．環境・リサイクル産業集積支援事業     40,382 

県内で発生する産業廃棄物の排出抑制、減量化、リサイ

クル促進に寄与する事業に対し経費の一部を助成する。 

(1) リサイクル施設整備   

・補助率 1/3  上限 15,000 千円 

(2) リサイクル研究開発   

・補助率 1/2  上限  7,000 千円 

(3) 環境イベント参加    

・補助率 1/2  上限   1,000 千円 

(4) リサイクル製品販売促進  

・補助率 1/2  上限   5,000 千円 

(5) 環境産業普及啓発     

・補助率 1/2  上限  2,000 千円 

 

３．環境・リサイクル産業ＰＲ事業        2,069 

県内の環境・リサイクル産業及びリサイクル製品等を県

外にＰＲし、リサイクル製品の販売促進、県外企業の誘致

促進等につなげるため、国内最大級の環境イベントへ出展

する。 

 

４．リサイクルネットワーク形成支援事業         792 

排出事業者とリサイクル事業者のネットワークの形成を

支援し、再資源化できるにも関わらず廃棄されているもの

のリサイクルを推進するため、セミナーの開催や先進事例

調査等を行う。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

レアメタル等リサイ

クル資源特区推進事

業 

2,569 

入       876 

一     1,693 

平成 23 年 12 月に指定を受けた「レアメタル等リサイクル資

源特区」事業を推進するため、リサイクルに関する処理コスト

の低減や物流の確保などにより、レアメタル等資源の集約、供

給基地の形成を促進する。 

 

１．総合特区推進調整事業            1,370 

県内市町村及び関連企業と連携し、新たな事業の掘り起

こしに向けた協議を進めるとともに、特区の財政支援措置

要望や新たな規制の特例措置の実現のため、関係省庁との

協議を行う。 

(1) レアメタル等リサイクル資源特区地域協議会の開催 

(2) タイとのリサイクルビジネス推進事業 

 

２．有価金属含有一般廃棄物リサイクル推進事業 1,199 

再資源化可能にも関わらず、埋立・焼却処理されている

不燃系廃棄物の再資源化を促進するため、不燃系廃棄物の

リサイクル可能性について調査・検討を行う。 

 

金属鉱業研修技術セ 

ンター研究・活動費 

19,361 

国  16,327 

財         4 

入     526 

諸     1,619 

一       885 

企業等との共同による短期間で効果的な製品開発や生産性向

上等を目的とした研究開発に係る経費。 

 

１．受託研究・共同研究事業 

・受託研究：「金属資源リサイクルに関する研究」 

 

２． 廃太陽光発電システムリサイクルネットワーク構築推進事業 

リサイクルネットワーク構築のため、これまで国や業界

団体等が実施した実証事業等の内容をもとに県内関連企業

及び有識者等による事業化検討を行うとともに、セミナー

開催により関係者に対する事業内容の周知を図る。 

 

３．共同研究特許 特許年金 ３件、実施補償金 １件 

・「球状ニッケル微小粒子の製造方法および異方性導電 

フィルム用導電粒子の製造方法」 

   ・「使用済み固体酸化物形燃料電池セルから金属を回収 

する方法」 

   ・「固体酸化物形燃料電池」 

 

 ４．研究機器等施設整備 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

○新 はばたく中小企

業投資促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

成長分野への参入など事業拡大に向けた設備投資と雇用拡大

を行う中小企業を「はばたく中小企業」として認定し、当該企

業の新たな取組を支援することで、新たな雇用機会の創出と地

域経済の活性化を図る。 

※認定した案件について、補助金の支出が見込まれる時期に

合わせて、予算の計上を行う。 

 

○対象業種  

   製造業、情報通信関連業、流通関連業 

○補助の要件 

ａ 投下固定資産額 1億円以上 3億円未満（土地代除く、

環境・エネルギー型企業（電気業等は除く）は 30,000

千円以上） 

ｂ 新規常用雇用者 5人以上 

（環境・エネルギー型企業で従業員 100 人以下の場合

又は本社機能の移転を行う企業の場合は 2人以上） 

○補助率等 

 ａ 投下固定資産 土地代を除く投下固定資産額の 10％ 

   （補助率の加算） 

      製造業で次に該当する場合 

① 地域未来投資促進法に基づく促進区域かつ対象

業種、又は資源素材型、環境・エネルギー型企

業：＋5％ 

② 新規常用雇用者 30 人以上、又は生産工程等にお

いて第４次産業革命分野を活用：＋5％ 

③ 新規常用雇用者の 50%以上が女性：＋5％ 

※業種指定及び年齢要件あり 

④ 特別加算 

ｂ 人材育成費    新規立地企業又は新規事業に進出する

企業が重点分野事業の人材育成に要す

る経費の 1/2（限度額 250 千円／人） 

※交付限度額 技術者派遣型 2,500 千円 

指導者招聘型  500 千円 

 ○交付限度額 

   30,000 千円 

 

 

がんばる中小企業応

援事業（企業立地・

雇用増加型） 

26,279 

一     26,279 

 

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を

「がんばる中小企業」に認定し、当該企業の雇用創出と設備投

資に対して助成する。（継続分のみ） 



- 67 - 

 

  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

あきた企業立地促進

助成事業「環境・エ

ネルギー型、資源素

材型」 

1,203,079 

入  1,203,079 

 

 

成長が期待される環境・リサイクル産業、省エネルギー・新

エネルギー関連産業及び資源素材型産業の立地を促進するた

め、設備投資及び雇用に係る費用の一部を助成する。 

電源立地地域対策事

業 

93,218 

国     93,218 

１．電源立地地域対策交付金              92,661 

水力発電施設等の所在１２市町村に対し、公共用施設整

備事業や地域活性化事業等に要する交付金を交付する｡ 

２．事務費                       557 

 

休廃止鉱山鉱害防止

事業 

148,469 

国     74,306 

一     74,163 

  休廃止鉱山の鉱害を防止するため、坑廃水処理事業を行う事

業者及び市町村に助成するとともに、耐震補強が必要な施設の

安定化対策工事を実施する。 

 また、原油が湧出する廃止坑井の封鎖事業について、実施主

体である市に対し助成する。 

 

玉川ダム維持管理費

負担金 

147,000 

一    147,000 

玉川ダムに確保している水源に係る維持管理に要する経費を

負担する。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





- 68 - 

１ 雇用労働政策課 施策推進方針 

 

有効求人倍率が高い水準を維持する中、新規求人数が増加し、新規求職件数が減る状況が続いて

おり、人口減少等を背景に労働市場での人手不足が深刻化しています。県内企業の人材確保及び働

き方改革推進に資するため、働き方改革に関するセミナーの開催や企業が抱える課題に対する集中

支援、求職者等の個別カウンセリング、若年者の就職支援や離転職者の就業を支援する職業訓練の

などの雇用対策を積極的に実施します。 

 

（１） 働き方改革推進 

① 働き方改革実践支援事業 

  働き方改革に関するセミナーの開催や企業が抱える課題に対する集中支援を行うとともに、

集中支援を行った企業による報告会を行い、県内企業への働き方改革の普及拡大を図ります。 

② 働き方改革推進員配置事業 

  各地域振興局等に働き方改革推進員を配置し、事業所訪問による働き方改革の普及啓発や情

報提供、Ａターン求人の開拓など企業に対する雇用支援やマッチング支援を行います。   

③ キャリア応援事業 

（公財）秋田県ふるさと定住機構に委託し、就職が困難な求職者等に対する個別カウンセリ

ングや就職後のフォローによる支援を行うとともに、離転職者向けセミナーの開催などにより

就職を支援します。 

   ④ 雇用開発支援事業 

     新規学卒者等の県内就職促進のため、県内９地区の雇用開発協会等が行う就職情報誌発行、

職場見学会開催などの雇用支援事業に助成します。 

 

(２) Ａターン就職の支援 

   各地域振興局等に働き方改革推進員を配置し、ハローワークや（公財）秋田県ふるさと定住

機構との連携により、Ａターン希望者の受け入れ企業の求人掘り起こしやマッチング支援を行

います。 
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(３) 安定的な雇用確保のための環境整備 

① 労働関係法令・制度等の普及啓発 

働き方改革推進員が、事業所訪問等により、労働関係法令、関係制度等の普及啓発及び情報

提供を行い、法制度に合致した雇用環境の整備を図ります。 

また、労働基準法、労働契約法、高年齢者雇用安定法、男女雇用機会均等法、パートタイム

労働法等の法令や制度について関係機関と連携して普及啓発に努めます。 

 

② 障害者の雇用支援 

障害者の雇用機会の確保・定着を図るため、就労・生活両面から支援する、障害者就業・生

活支援センターに関係業務を委託し、障害者の雇用を促進します。 

また、障害者就業・生活支援センターが行う、障害者職場実習の受け入れを支援する事業を

実施します。 

 

(４) 産業人材の育成 

技術専門校において、多様化・高度化する企業ニーズを踏まえた職業訓練を実施するほか、 

民間教育訓練機関を活用した職業訓練の拡充や事業主団体等が実施する認定職業訓練への支援

により労働者の職業能力の向上を図り、県内産業を支える人材の育成を推進します。 

また、離転職者については、早期再就職の促進に向け、ハローワークや（独）高齢・障害・

求職者雇用支援機構と連携したきめ細かな就職支援に努めます。 

さらに、各技術専門校において、地域職業能力開発運営協議会を開催し、関係機関との連携

を深め、訓練ニーズの把握と職業訓練の充実に努めるほか、テクノスクールフェア等を開催し、

技能やものづくりの素晴らしさを広く県民にＰＲします。 
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２ 雇用労働政策課 主要施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （千円） 
  

職業能力開発支援事業 488,043 

○新 働き方改革推進事業 53,524 

    

  
  

シルバー人材センター連合事業 8,000 

障害者雇用促進事業 4,000 

    

社会の変革へ果敢

に挑む産業振興戦

略 

産業人材の確保・

育成と働きやすい

環境の整備 

 

誰もが元気で活

躍できる健康長

寿・地域共生社

会戦略 

 

高齢者や障害者

等が安全・安心

に暮らせる福祉

の充実 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

職業能力開発支援事

業 

 

488,043 

国   418,145 

諸        72 

一    69,826 

離職者等に対する民間教育訓練機関を活用した職業訓練の実施

により、就業に必要な技能や技術の習得を支援し、就職の促進と

就職後の定着率向上を図る。 

また、技術専門校の機器設備を充実することや、認定職業訓練

の実施、及び秋田県職業能力開発協会の管理運営等に要する経費

の一部を助成することにより、産業人材の育成を促進し、産業の

振興と雇用の安定を図る。 

 

１．就業能力向上支援事業             324,130 

離転職者、障害者等に対する効果的かつ多様な職業能力開

発や 40 歳以下の就職後早期に離職して無就業状態の者、パ

ート、アルバイト等の不安定な就労に移行している者等を対

象とした座学と企業実習を組み合わせた訓練を行う。 

また、巡回就職支援指導員や障害者職業訓練コーディネー

ターが就職支援等を行い、受講者の早期就職を図る。 

 

① 離職者等訓練 

    3 か月  61 回 延定員   940 名 

    4 か月  3 回 延定員   45 名（若年デュアル） 

       6 か月  3 回 延定員   50 名 

      12 か月    3 回  延定員      4 名（資格取得コース） 

      12 か月    6 回  延定員   54 名 

                          (新設：長期高度人材育成コース) 

② 障害者委託訓練 

      3 か月  14 回 延定員   35 名 

 

２．職業訓練受講支援事業              9,185 

職業訓練受講期間中の生活支援を行うとともに、就業能力

の向上を図り就職を促進する。 

 

   ・対象者 障害者等 

   ・県外施設 4 名、県内施設  10 名 

 

３．職業能力開発校設備整備事業                  46,669 

県立技術専門校の訓練に不可欠な機械設備の整備等を行

うほか、訓練用器具の不定期な検査等を行う。 

 

４．認定訓練事業費補助金              61,055 

    中小企業事業主や事業主団体等が実施する認定職業訓練の 

 円滑な実施を図り、従業員の職業能力の開発・資質の向上を

促進するため、運営費や施設費を補助する。 

    ・交付先 認定職業訓練実施団体（13 団体） 

① 普通課程補助  5 団体  9 科  51 名 

② 短期課程補助  13 団体 155 コース 1,918 名（延べ） 

③ 施設費補助 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

職業能力開発支援事

業（つづき） 

５．職業能力開発協会補助事業          47,004 

職業能力開発促進法に基づき設置された法人である秋田県

職業能力開発協会に対し、職業訓練指導員講習、技能検定等

を実施するために必要な管理運営費及び事業費の一部を補

助する。 

    ・補助率 国 1/2 県 1/2 

○新 働き方改革推進

事業 

53,524 

諸        36 

一    53,488 

 

働き方改革に関するセミナーの開催や企業が抱える課題に対す

る集中支援を行うとともに、求職者等の個別カウンセリング、そ

の他各種支援等を実施する。 

 

  １．「働き方改革推進員」配置事業                15,125 

      県内各地域振興局（秋田以外）と本庁に働き方改革推進員

を配置し、働き方改革の普及啓発や情報提供、Ａターン求人

等の開拓、若年者の早期求人開拓要請等を行う。 

 

２．働き方改革実践支援事業                  3,861 

      県内企業に対する働き方改革の意義や必要性を伝達するた

めのセミナー開催や企業が抱える課題に対し集中支援を行う

とともに、集中支援を行った企業の成功事例発表等の報告会

を開催する。 

 

３．キャリア応援事業                 33,848 

あきた就職活動支援センターにおいて、求職者に対し個別

カウンセリング等を実施し、就職決定時や就職後のフォロー

等を含めたワンストップサービスを提供するとともに、中高

年離職者向けに求職者セミナーや短期講座等を開催する｡ 

 

４．雇用開発支援事業                690 

新規学卒者等の若年者の県内就職促進を図るため、県内各

雇用開発協会等に対し、雇用支援事業に要する費用の一部を

補助する。 
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  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

シルバー人材センター

連合事業 

8,000 

一     8,000 

県内のシルバー人材センターに対して指導等を行う公益社団法

人秋田県シルバー人材センター連合会の運営費等を助成する。 

 

障害者雇用促進事業 4,000 

国       455 

一     3,545 

障害者の雇用を促進するため、実際の職場環境に容易に適応で

きるよう事業主に委託して職場適応訓練を行う。 

また、障害者就業・生活支援センターが実施する職場実習を促

進するため、実習受入企業に対する奨励金や実習生に対する手当

の支給により、障害者の実習機会拡大を図る。 

 

１．障害者雇用対策事業（国庫分）           910 

事業主に障害者の職場適応訓練を委託するとともに、訓練

生に対し訓練手当を支給する。 

 

２．障害者職場実習促進事業            3,090 

障害者の就業面及び生活面で継続的な支援を行っている障

害者就業・生活支援センターが民間企業等の協力のもと､ 職

場実習のあっせんを行う際に、職場実習に協力した受入企業

へ奨励金を、実習生に対しては実習期間中、手当を支給し、

障害者の職場実習機会を拡大し、就労促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





- 74 - 

 

１ 公営企業課 施策推進方針 

 

  地方公営企業とは、「地方公共団体が直接地域住民の福祉の増進を目的として営業する企業」のこ

とで、地方公共団体が公共性の観点から様々な公的サービスを提供する際に、民間企業に類似した能

率性・経済性を発揮し、地方公共団体の運営の効率性に資するための手段としての機能を担っていま

す。 

秋田県の公営企業は、「電気局」として昭和３１年に鎧畑発電所の運転を開始したことに始まり、

その後、昭和３７年に「企業局」と名称を改め、以来、電気事業、土地造成・資金運用事業、観光施

設事業、工業用水道事業、有料道路事業の５事業を行ってきました。 

産業構造が大きく変化するなど、企業局を取り巻く情勢も大きく変化し、一定の役割を果たしたと

いう観点から、土地造成・資金運用事業、観光施設事業、有料道路事業の３事業については、平成 

１６年度までに事業を廃止、または関連する知事部局各課に事業を引継いでいます。 

電気事業、工業用水道事業の２事業については継続して行うものの、県の施策・事業と一体性を有

しながら、公共性と経済性の両立を図りつつ行政の補完的役割を果たすべき、との観点から、平成 

１６年３月に「秋田県公営企業改革方針」を策定し、平成１７年度をもって企業局を廃止し、管理者

の権限に属する事務を産業経済労働部（現・産業労働部）に移行しています。 

引き続き、公共性とサービス水準の確保とともに、コスト意識の徹底など、市場競争原理を取り入

れた経営の効率化、活性化を図りながら、電気事業、工業用水道事業の２事業を経営していきます。 

 

(1) 電気事業 

 

①  電気事業の概要 

秋田県の電気事業は、阿仁田沢総合開発の一翼を担い、水資源の有効活用、奥地開発の促進、未

電灯地域の解消などを目的として、昭和３１年に水力発電事業を開始しました。 

水力発電は、地球温暖化対策の必要性が高まるなか、温暖化ガスを出さない再生可能な純国産エ

ネルギーとして、その重要性が高く評価されております。 

現在、県内３発電事務所で１６発電所を管理運営しており、その発電量は県内の年間家庭消費電

力量の２割近くにあたります。平成３０年度は、約４億キロワット時を発電する予定であり、施設

の適切な維持・管理に努めつつ、電力の安定供給のため、老朽化した設備の改良工事などを実施し

ていきます。なお、平成３０～３１年度の２年間については、この発電した電気を活用し、東北電

力㈱と共同で県内の中小企業等に割安な電気を供給する事業「あきたＥネ！」を実施します。 

また、東日本大震災と原発事故をきっかけに、再生可能エネルギーの必要性が増しており、とり

わけ水力発電は安定電源としての期待が一段と高まっていることから、新規発電所の開発や既設発

電所の能力増強などにも取り組んでいます。 
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②  効率性・経済性の追求 

平成２３年に発生した東日本大震災と原子力発電所事故を契機として、電力広域的運営推進機関

の設立、小売及び発電部門の全面自由化、送配電部門の法的分離など、電力システム改革が進めら

れています。 

これを受け、本県の電気事業においても、卸供給事業者から発電事業者へ移行となり、総括原価

方式によらない新たな売電形態を確立させ、引き続き安価で良質な電気の安定供給を継続して行く

必要があります。 

そのため今後も、経営の効率化を図りつつ事業運営を進めるとともに、新規発電所の開発等に当

たっては、固定価格買取制度を最大限活用するなど、着実に電気事業を実施していきます。 

また、事業利益の一部を、産業や地域の振興のために還元しながら、公営電気事業に対する県民

の理解促進にも努めていきます。 

 

(2) 工業用水道事業 

 

① 工業用水道事業の概要 

秋田県の工業用水道事業は、昭和４１年に県北部の鉱山に選鉱用水を供給するため「大館工業用

水道事業」が開始され、その後、秋田市向浜地区及び飯島地区の誘致企業に工業用水を供給するた

め、昭和４６年に「秋田工業用水道事業」が開始されました（大館工業用水道事業は平成１２年３

月に事業廃止）。 

現在供給している秋田工業用水道は、経営の効率化により、給水単価が１４．７３円／㎥と全国

に比較して低廉な価格で供給することができており（全国平均単価：２２．５９円／㎥）、本県に

おける産業振興の重要な役割を担っています。 

平成３０年度は、２９事業所に対して１５７，４８６㎥／日を供給する予定であり、適切な維持・

管理に努めながら、工業用水の安定供給のため、老朽化した施設の改良工事などを実施していきま

す。 

また、新たな給水ユーザーの開拓にも取り組んでいます。 

 

③  効率性・経済性の追求 

低廉な価格で、かつ、安定した工業用水を供給するため、老朽化した施設の更新や送水管の二系

統化などを行っているほか、施設の管理運営業務については、平成１９年度から指定管理者制度

を導入するなどの取組も進めています。 

今後も、低廉な給水単価を維持できるよう、引き続きコスト意識の徹底や一層の経営効率化を図

りながら、工業用水道事業を実施していきます。 
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２ 公営企業課 事業概要 
  単位：千円 

事 業 名 ３０年度予算 事 業 概 要 

電気事業 3,592,723 

料金収入等 

4,280,269 

○「収益的支出」における事業費 

  電気事業のうち、施設の運転・管理等の電気事業を運営する

ための経費である。 

現在、県内 3発電事務所で 16 発電所を運転しており、電力

の安定供給のため、発電機や送電線など発電施設の維持管理等

を行う。主に点検・補修などの修繕費、施設巡視などの業務委

託費、施設・機器の減価償却費等に支出する。 

1,763,282 

  国庫補助金 

         19,085 

受託金 

         5,931 

内部留保資金 

     1,738,266 

○「資本的支出」における建設改良費、企業債償還金等 

  建設改良費については、発電施設等を建設・整備する経費､ 

電力の安定供給のため、老朽化した施設の更新などに要する

経費である。 

  今年度の主な建設改良工事としては、次のとおり。 

・田沢湖発電所自動運転制御装置更新事業 

・板戸発電所発電機巻線・調速機更新事業 

・八幡平発電所昇圧変電所更新事業 

  

工業用水道事業 972,135 

料金収入等 

1,060,053 

○「収益的支出」における事業費 

  工業用水道事業のうち、施設の運転・管理等の工業用水道事

業を運営するための経費である。 

現在、29 事業所に供給しており、工業用水の安定供給のた

め施設の維持管理等を行う。主に機械装置等運転のための動

力費、指定管理者への委託費、点検・補修などの修繕費、施

設・機器の減価償却費等に支出する。 

267,592 

内部留保資金 

       267,592 

○「資本的支出」における建設改良費、企業債償還金等 

  建設改良費については、工業用水道施設を建設・整備するた

めの経費、工業用水の安定供給のため、老朽化した施設の更

新などに要する経費である。 

  今年度の主な建設改良事業としては、次のとおり。 

・第二送水管改修工事（弁類等設置） 

・第二送水管改修工事（内面改修） 

・場周フェンス設置工事 

 

＊収益的支出：支出の結果がその期の費用として処理される場合で、その期の収益に対応するもの。 

＊資本的支出：支出の結果が次期以降に及び、将来の収益に対応するもの。施設の整備、拡充等の建設改良

費などがある。 
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Ⅰ 主要統計 
   １　県内総生産（名目） （単位：百万円、％）

実　数 構成比 増加率

 １．産　　　　　　　業 2,888,707 2,874,427 2,886,288 2,884,984 83.4 ▲ 0.0

　（１）農　 林　 水　 産　 業 114,404 125,493 114,452 96,233 2.8 ▲ 15.9

　　　① 農 業 102,844 114,489 102,978 83,507 2.4 ▲ 18.9

　　　② 林 業 9,542 9,158 9,768 10,982 0.3 12.4

　　　③ 水 産 業 2,018 1,846 1,706 1,744 0.1 2.2

　（２）鉱       　　　     業 9,307 10,322 11,247 11,052 0.3 ▲ 1.7

　（３）製 　  　 造　    　業 479,346 426,397 405,871 449,100 13.0 10.7

　　　① 食 料 品 48,074 44,228 46,795 44,485 1.3 ▲ 4.9

　　　② 繊 維 1,042 613 605 375 0.0 ▲ 38.0

　　　③ パ ル プ ・ 紙 9,516 5,123 3,442 7,357 0.2 113.7

　　　④ 化 学 41,632 41,208 36,867 39,299 1.1 6.6

　　　⑤ 石 油 ・ 石 炭 製 品 2,133 1,888 1,408 2,006 0.1 42.5

　　　⑥ 窯 業 ・ 土 石 製 品 12,637 16,881 11,524 13,739 0.4 19.2

　　　⑦ 鉄 鋼 8,986 10,813 8,410 9,475 0.3 12.7

　　　⑧ 非 鉄 金 属 23,821 33,415 24,490 25,025 0.7 2.2

　　　⑨ 金 属 製 品 21,146 22,435 21,659 26,231 0.8 21.1

　　　⑩ 一 般 機 械 29,236 28,061 29,547 31,921 0.9 8.0

　　　⑪ 電 気 機 械 152,215 104,467 109,809 135,506 3.9 23.4

　　　⑫ 輸 送 用 機 械 24,900 16,272 15,569 16,416 0.5 5.4

⑬ 精 密 機 械 34,279 31,241 28,113 25,477 0.7 ▲ 9.4

⑭ そ の 他 の 製 造 業 69,729 69,752 67,633 71,788 2.1 6.1

　（４）建　　　　設　　　　業 199,659 223,385 261,107 239,267 6.9 ▲ 8.4

　（５）電 気・ガ ス・水 道 業 121,974 127,151 131,387 135,147 3.9 2.9

　（６）卸　 売・小　 売 　業 368,965 363,956 371,423 358,622 10.4 ▲ 3.4

　（７）金　 融・保 　険 　業 123,363 118,616 119,767 121,990 3.5 1.9

　（８）不  　動  　産  　業 543,655 543,685 540,640 540,648 15.6 0.0

　（９）運　　　 輸 　 　 業 166,712 166,102 155,683 158,197 4.6 1.6

　（10）情　報　 通　信　 業 90,465 88,796 86,010 83,012 2.4 ▲ 3.5

  （11）サ 　ー　ビ　ス　 業 670,857 680,524 688,701 691,716 20.0 0.4

 ２．政府サービス生産者 511,525 501,241 491,235 490,457 14.2 ▲ 0.2

　（１）電 気・ガ ス・水 道 業 32,019 31,440 31,187 31,333 0.9 0.5

　（２）サ 　ー 　ビ 　ス 　業 137,574 133,391 131,751 131,808 3.8 0.0

　（３）公　　　　　　　    務 341,932 336,410 328,297 327,316 9.5 ▲ 0.3

 ３．対家計民間非営利サービス生産者 74,222 80,122 80,951 82,155 2.4 1.5

　（１）サ　 ー 　ビ 　ス 　業 74,222 80,122 80,951 82,155 2.4 1.5

 ４．小　　　計（１＋２＋３） 3,474,454 3,455,790 3,458,474 3,457,596 100.0 ▲ 0.0

 ５．輸入品に課される税・関税 13,390 15,625 17,977 19,337 0.6 7.6

 ６．（控除）総資本形成に係る消費税 15,862 17,407 16,651 18,367 0.5 10.3

 ７．県内総生産（４＋５－６） 3,471,982 3,454,008 3,459,800 3,458,566 100.0 ▲ 0.0

　（参　考）　第　１　次　産　業 114,404 125,493 114,452 96,233 2.8 ▲ 15.9

　　　　　　　第　２　次　産　業 688,312 660,104 678,225 699,419 20.2 3.1

　　　　　　　第　３　次　産　業 2,671,738 2,670,193 2,665,797 2,661,944 77.0 ▲ 0.1

項　　　　　　　　　　　　　　目 平成23年度 平成24年度 平成25年度
平成26年度

資料：平成26年度県民経済計算
平成 27 年度確報が平成 30 年 4 月以降となる。 
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２　秋田県の会社企業数

平成24年～26年

事業所数 構成比 事業所数 構成比 増加数 増加率

 A～R 全 産 業  50,457 100.00  50,817 100.00 -360 -0.7

 A～B 農 林 漁 業 732 1.45 635 1.25  97 15.3

 Ａ 農 業 ， 林 業 703 1.39 585 1.15  118 20.2

 Ｂ 漁 業  29 0.06  31 0.06 -2 -6.5

農 業 ， 林 業 ， 漁 業 間 格 付 不 能 0.00  19 0.04 -19 -100.0

 Ｃ 鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業  49 0.10  48 0.09  1 2.1

 Ｄ 建 設 業  5,608 11.11  5,772 11.36 -164 -2.8

 Ｅ 製 造 業  3,731 7.39  3,789 7.46 -58 -1.5

食 料 品 製 造 業  706 1.40  719 1.41 -13 -1.8

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業  81 0.16  76 0.15  5 6.6

繊 維 工 業  467 0.93  496 0.98 -29 -5.8

木材・木製品製造業（家具 を除 く）  330 0.65  338 0.67 -8 -2.4

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業  280 0.55  288 0.57 -8 -2.8

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業  31 0.06  30 0.06  1 3.3

印 刷 ・ 同 関 連 業  177 0.35  190 0.37 -13 -6.8

化 学 工 業  30 0.06  23 0.05  7 30.4

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業  29 0.06  33 0.06 -4 -12.1

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業  72 0.14  63 0.12  9 14.3

ゴ ム 製 品 製 造 業  21 0.04  19 0.04  2 10.5

な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業  76 0.15  79 0.16 -3 -3.8

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業  153 0.30  143 0.28  10 7.0

鉄 鋼 業  47 0.09  50 0.10 -3 -6.0

非 鉄 金 属 製 造 業  30 0.06  30 0.06  0 0.0

金 属 製 品 製 造 業  299 0.59  278 0.55  21 7.6

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業  62 0.12  50 0.10  12 24.0

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業  202 0.40  228 0.45 -26 -11.4

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業  51 0.10  52 0.10 -1 -1.9

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 等 製 造 業  143 0.28  161 0.32 -18 -11.2

電 気 機 械 器 具 製 造 業  73 0.14  74 0.15 -1 -1.4

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業  23 0.05  28 0.06 -5 -17.9

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業  41 0.08  38 0.07  3 7.9

そ の 他 の 製 造 業  307 0.61  277 0.55  30 10.8

製 造 業 内 格 付 不 能 0.00  26 0.05 -26 -

 Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  55 0.11  43 0.08  12 27.9

 Ｇ 情 報 通 信 業 313 0.62 328 0.65 -15 -4.6

 Ｈ 運 輸 業 ， 郵 便 業 1,007 2.00 1,073 2.11 -66 -6.2

 Ｉ 卸 売 業 ， 小 売 業 13,536 26.83 13,947 27.45 -411 -2.9

 Ｊ 金 融 業 ， 保 険 業 860 1.70 955 1.88 -95 -9.9

 Ｋ 不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 1,819 3.61 1,878 3.70 -59 -3.1

 Ｌ 学 術 研 究 ， 専 門 ・技 術 サ ービ ス 業 1,615 3.20 1,588 3.12  27 1.7

 Ｍ 宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 6,105 12.10 6,088 11.98  17 0.3

 Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 6,161 12.21 6,273 12.34 -112 -1.8

 Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 1,214 2.41 1,215 2.39 -1 -0.1

 Ｐ 医 療 ， 福 祉 3,567 7.07 3,141 6.18  426 13.6

 Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 561 1.11 509 1.00  52 10.2

 Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 3,524 6.98 3,535 6.96 -11 -0.3

　　　　資料：平成26年経済センサス基礎調査

　　　　　　　平成24年経済センサス活動調査

項　　　　　目
平成２６年 平成２４年

平成 28 年確報が平成 30 年 4 月以降となる。 
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３　工業の現状

（１）事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移

（所） 指数 （人） 指数 （百万円） 指 数

平成　9年 3,438 165.3 100,141 147.3 1,734,926 131.7

10年 3,508 168.7 97,648 143.7 1,630,289 123.7

11年 3,303 158.8 94,827 139.5 1,620,116 123.0

12年 3,194 153.6 92,833 136.6 1,707,029 129.6

13年 2,913 140.0 83,390 122.7 1,493,271 113.3

14年 2,688 129.2 77,554 114.1 1,335,222 101.3

15年 2,685 129.1 77,302 113.7 1,301,400 98.8

16年 2,512 120.8 76,533 112.6 1,400,804 106.3

17年 2,492 119.8 76,002 111.8 1,402,567 106.5

18年 2,346 112.8 76,384 112.4 1,585,560 120.3

19年 2,346 112.8 78,143 115.0 1,661,481 126.1

20年 2,369 113.9 74,699 109.9 1,555,844 118.1

21年 2,164 104.0 67,781 99.7 1,184,799 89.9

22年 2,080 100.0 67,965 100.0 1,317,579 100.0

23年 2,106 101.3 63,198 93.0 1,210,954 91.9

24年 2,002 96.3 62,591 92.1 1,123,642 85.3

25年 1,940 93.3 61,554 90.6 1,106,465 84.0

26年 1,897 91.2 60,659 89.3 1,214,936 92.2

27年 1,871 90.0 59,145 87.0 1,215,257 92.2

指数 ： 平成22年＝100

資料 ： 工業統計調査  23年は平成24年経済センサス活動調査  

　　　　　27年は平成28年秋田県の工業

（２）従業者規模別事業所数、従業者数、製造品出荷額等

（所） 指数(%) （人） 指数(%) （万円） 指数(%)

総 数 1,871 100.0 59,145 100.0 121,525,745 100.0

中 小 企 業 計 1,847 98.7 45,645 77.2 79,472,825 65.4

大 企 業 計 24 1.3 13,500 22.8 42,052,920 34.6

4 ～ 9 人 757 40.5 4,510 7.6 3,742,079 3.1

10 ～ 19 人 473 25.3 6,477 11.0 6,927,371 5.7

20 ～ 29 人 197 10.5 4,786 8.1 5,439,080 4.5

30 ～ 49 人 197 10.5 7,661 13.0 10,279,956 8.5

50 ～ 99 人 144 7.7 10,029 17.0 16,157,258 13.3

100 ～ 199 人 65 3.5 8,897 15.0 28,828,595 23.7

200 ～ 299 人 14 0.7 3,285 5.6 8,098,486 6.7

300 ～ 499 人 16 0.9 6,149 10.4 14,978,896 12.3

500 人 以 上 8 0.4 7,351 12.4 27,074,024 22.3

　資料 ：　平成28年秋田県の工業

従業者規模　　３００人以上・・・大企業
　　　　　　　　　 ２９９人以下・・・中小企業

事 業 所 数 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等

事 業 所 数 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等
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（３）業種別の製造品出荷額等

平成26年～27年

製造品出荷額等(万円) 構成比 製造品出荷額等(万円) 構成比 増加額（万円） 増加率

製 造 業  121,525,745 100.00  121,493,567 100.00  32,178 0.0

食 料 品 製 造 業  9,924,928 8.17  9,480,230 7.80  444,698 4.7

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業  2,122,317 1.75  2,219,558 1.83 -97,241 -4.4

繊 維 工 業  4,063,645 3.34  4,030,923 3.32  32,722 0.8

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 （ 家 具 を 除 く ）  6,546,872 5.39  7,745,432 6.38 -1,198,560 -15.5

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業  948,656 0.78  1,139,042 0.94 -190,386 -16.7

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業  4,849,066 3.99  4,590,548 3.78  258,518 5.6

印 刷 ・ 同 関 連 業  980,430 0.81  1,146,226 0.94 -165,796 -14.5

化 学 工 業  8,263,681 6.80  7,847,925 6.46  415,756 5.3

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業  386,544 0.32  530,193 0.44 -143,649 -27.1

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業  2,726,945 2.24  2,846,185 2.34 -119,240 -4.2

ゴ ム 製 品 製 造 業  381,249 0.31  543,300 0.45 -162,051 -29.8

な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業  317,911 0.26  316,485 0.26  1,426 0.5

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業  5,257,958 4.33  5,014,719 4.13  243,239 4.9

鉄 鋼 業  1,903,410 1.57  2,333,690 1.92 -430,280 -18.4

非 鉄 金 属 製 造 業  5,441,186 4.48  5,249,999 4.32  191,187 3.6

金 属 製 品 製 造 業  6,676,973 5.49  6,293,980 5.18  382,993 6.1

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業  995,419 0.82  1,124,235 0.93 -128,816 -11.5

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業  8,422,728 6.93  7,318,849 6.02  1,103,879 15.1

業 務 用 機 械 器 具 製 造 業  7,641,594 6.29  7,426,441 6.11  215,153 2.9

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 等 製 造 業  32,700,267 26.91  31,777,240 26.16  923,027 2.9

電 気 機 械 器 具 製 造 業  2,313,435 1.90  2,517,072 2.07 -203,637 -8.1

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業  963,062 0.79  2,537,224 2.09 -1,574,162 -62.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業  6,604,494 5.43  6,185,067 5.09  419,427 6.8

そ の 他 の 製 造 業  1,092,975 0.90  1,279,004 1.05 -186,029 -14.5

平成２７年 平成２６年

　　　 資料：平成26年工業統計調査

　　 　　　　平成28年秋田県の工業



- 81 - 

 

   

(４)年度別・業種別誘致企業数

年度

業種

23 1 2 1 2 1 30

25 1 26

94 1 2 1 1 99

17 1 1 1 1 1 22

5 5

7 1 1 9

1 1 2

18 1 1 1 1 22

1 1

12 2 1 15

6 6

11 11

17 1 18

13 13

9 1 1 11

31 1 32

51 1 1 1 2 56

147 1 1 1 1 2 1 154

24 1 4 2 31

42 1 1 1 2 1 2 50

10 4 1 2 1 3 1 22

22 1 5 3 2 1 1 3 1 2 2 2 2 47

586 3 1 8 1 7 12 4 0 4 6 9 6 4 11 12 8 682

　資料：県産業集積課

精 密 機 械

そ の 他

情 報 処 理 等

合　計

28

鉄 鋼

非 鉄 金 属

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

化 学

石 油 製 品

プ ラ ス チ ッ ク

ゴ ム 製 品

皮 革

窯 業 ・ 土 石

繊 維

衣 服

木 材 ・ 木 製 品

家 具 ・ 装 備 品

パ ル プ ・ 紙

出 版 ・ 印 刷

25 26 27 29 合計

食料品・飲食等

19 20 21 22 23 24
S36年
～

H13年
14 15 16 17 18
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４ 商業の現状 

 (1) 事業所数、従業者数、年間販売額の推移 

 11年 14年 16年 19年 24年 26年 

 事業所数 20,346 18,047 17,521 15,665 13,947 13,536 

 

 

 うち卸売業 3,346 3,052 3,058 2,656 2,850 2,856 

     小売業 17,000 14,995 14,463 13,009 11,097 10,680 

 従業者数(人) 108,970 100,238 98,775 92,958 84,970 86,426 

 

 

 うち卸売業(人) 29,440 25,115 23,253 20,867 18,926 19,750 

     小売業(人) 79,530 75,123 75,522 72,091 66,044 66,676 

 年間販売額(百万円) 3,532,500 2,714,120 2,626,070 2,470,794 2,081,876 2,075,476 

 

 

 うち卸売業(百万円) 2,194,329 1,532,341 1,452,772 1,330,364 1,070,848 1,024,762 

     小売業(百万円) 1,338,171 1,181,779 1,173,298 1,140,430 1,011,029 1,050,714 

資料：商業統計調査（平成 24 年のみ経済センサス活動調査） 

 

 

(2) 卸売業・小売業別（細分類別）事業所数、従業者数、年間販売額等(平成 26 年) 

 

区        分 

 

事業所数 

 

従業者数 

 

年 間 販 売 額  1 事業所当たり 

販 売 額 

従業者1 人当たり 

販 売 額  構 成 比 

 人 万円 ％ 万円 万円 

 

卸 

 

 

 

売 

 

各 種 商 品  13 195 1,329,182 1.3 102,245 6,959 

繊維・衣服等 62 341 892,961 0.9 14,403 2,690 

飲 食 料 品  620 4,627 32,923,556 32.1 53,103 7,611 

建 築 材 料 等 553 3,724 28,226,230 27.5 51,042 7,656 

機 械 器 具  527 3,781 17,888,967 17.5 33,945 4,764 

そ の 他 401 2,918 21,215,313 20.7 52,906 7,577 

計 2,176 15,586 102,476,209 100.0 47,094 6,791 

 

小 

 

 

 

売 

 

各 種 商 品  31 2,821 6,442,378 6.1 207,819 3,163 

繊維・衣服等 1,109 4,187 5,134,482 4.9 4,630 1,374 

飲 食 料 品  2,801 20,214 29,432,449 28.0 10,508 1,803 

機 械 器 具  1,109 6,490 16,575,223 15.8 14,946 2,633 

そ の 他 3,502 20,211 44,771,826 42.6 12,785 2,604 

無 店 舗 302 1,565 2,715,074 2.6 8,990 1,785 

計 8,854 55,488 105,071,432 100.0 11,867 2,230 

資料：平成 26 年商業統計調査 

注）本表は、集計対象事業所による有効回答による集計結果となっているため、上記(1)の表の事

業所数及び従業者数とは一致しない。 

  



- 83 - 

 

５ 貿易の現状（資料：函館税関、秋田県建設部港湾空港課） 

  

　　① 輸出入額

（単位：千円）

 ◇輸出入の概況

　輸出額は、主要品目の輸出量増と円安の影響から前年比130.9％と増加し、過去最高額の673億円となった。

　輸入額は亜鉛鉱や石炭の価格上昇から、前年比106.2と増加した。

 ◇主要品目の実績（速報）

〔輸出〕 〔輸入〕 （単位：千円）

 (1) 一般機械

 (2) 非鉄金属  (2) 石炭

 (3) 紙及び板紙  (3) 木材

 (4) 自動車の部分品  (4) 電気機器

 (5) 金属鉱及びくず  (5) ウッドチップ

　 ② 秋田県貿易額の推移　〔 単位：百万円 〕 ※平成29年分は速報値

　 ③ 秋田港コンテナ取扱実績（実入り）

 ◇輸出コンテナ量は過去最高となる25,906TEUで、初めて年間の輸入コンテナ量を上回った。

　 輸入コンテナ量は前年比94.5％となる24,772TEUで、輸出入合計量は前年並だった。

 　④ 秋田港国際コンテナ取扱実績（実入り）の推移　〔単位：TEU〕 ※平成29年分は速報値

208,700,374

区　分 平成29年速報値 前年比 平成28年確定値

輸出額 67,311,254 130.9%

58,319,999

18,388,128 28,613,317

10,440,333 13,342,561

 (1) 非鉄金属鉱

51,404,903

234,413,544 112.3%

輸入額 167,102,290 106.2% 157,295,471

合計

区　分 平成29年速報値 前年比 平成28年確定値

19,874,867

94.5% 26,221ＴＥＵ

5,658,679 10,313,423

3,629,858 5,340,370

合  計 50,678ＴＥＵ 99.8% 50,776ＴＥＵ

輸  出 25,906ＴＥＵ 105.5% 24,555ＴＥＵ

輸  入 24,772ＴＥＵ

輸出額

29%

輸入額

71%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

総額 輸出額 輸入額

平成29年
2,344億円

輸 出

51%
輸 入

49%

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

総計 9,540 15,833 17,908 20,374 23,132 24,941 25,937 27,273 30,802 31,707 31,697 26,641 34,197 46,043 44,804 48,504 45,238 42,159 50,776 50,678

輸出 3,007 4,221 4,980 4,709 5,915 6,105 6,243 6,024 7,077 8,605 9,784 9,088 11,999 16,215 14,226 16,118 17,845 19,567 24,555 25,906

輸入 6,533 11,612 12,928 15,665 17,217 18,836 19,694 21,249 23,725 23,102 21,913 17,553 22,198 29,828 30,578 32,386 27,393 22,592 26,221 24,772

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

総計 輸出 輸入
平成29年
50,678TEU
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６ 労働組合の状況 

 

（１）労働組合数、組合員数及び組織率の推移 

 

年 

 

組   合   数 組  合  員  数 

実数 

（組合数） 

対前年増減率 

（％） 

実数 

（人） 

対前年増減率 

（％） 

組 織 率 

（％） 

18 719 ▲ 4.3 77,874 ▲ 0.8 19.1 

19 711 ▲ 1.1 77,544 ▲ 0.4 19.4 

20 691 ▲ 2.8 76,587 ▲ 1.2 19.4 

21 672 ▲ 2.7 73,500 ▲ 4.0 18.7 

22 666 ▲ 0.9 73,134 ▲ 0.5 18.8 

23 649 ▲ 2.6 71,002 ▲ 2.9 18.4 

24 642 ▲ 1.1 71,051   0.1 18.6 

25 626 ▲ 2.5 70,474 ▲ 0.8 18.4 

26 617 ▲ 1.4 69,756 ▲ 1.0 18.3 

27 603 ▲ 2.3 69,247 ▲ 0.7 18.1 

28 592 ▲ 1.8 68,738 ▲ 0.7 18.0 

29 582 ▲ 1.7 67,821 ▲ 1.3 17.7 

 

（２）産業別労働組合数及び組合員数 

            年 次 

 

平成 28 年 平成 29 年 対前年増減 産業別構成比(%) 

組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合 組合員 

農業、林業 11 346 10 290 ▲ 1 ▲ 56 1.7 0.4 

鉱業、採石業 1 61 1 56 0 ▲ 5 0.2 0.1 

建設業 19 6,256 19 6,238 0 ▲ 18 3.3 9.2 

製造業 90 11,697 88 11,610 ▲ 2 ▲ 87 15.1 17.1 

電気、ガス、水道業 18 1,577 17 1,498 ▲ 1 ▲ 79 2.9 2.2 

情報通信業 17 1,146 17 1,086 0 ▲ 60 2.9 1.6 

運輸業、郵便業 124 5,832 120 5,713 ▲ 4 ▲ 119 20.6 8.4 

卸売業、小売業 61 9,768 61 9,797 0 29 10.5 14.4 

金融業、保険業 46 4,156 45 4,153 ▲ 1 ▲ 3 7.7 6.1 

不動産業 1 7 1 7 0 0 0.2 0.0 

専門、技術サービス業 18 765 18 750 0 ▲ 15 3.1 1.1 

宿泊業、飲食サービス業 5 108 5 108 0 0 0.9 0.2 

生活関連サービス業 3 48 3 46 0 ▲ 2 0.5 0.1 

教育､学習支援 24 4,083 24 3,946 0 ▲ 137 4.1 5.8 

医療、福祉 44 7,216 42 7,133 ▲ 2 ▲ 83 7.2 10.5 

複合サービス事業 23 3,921 23 3,726 0 ▲ 195 4.0 5.5 

サービス業 18 346 19 426 1 80 3.3 0.6 

公務 52 10,978 52 10,844 0 ▲ 134 8.9 16.0 

分類不能の産業 17 427 17 394 0 ▲ 33 2.9 0.6 

総  計 592 68,738 582 67,821 ▲10 ▲ 917 100.0 100.0 

   ※ 数字は、各年６月末現在のものである。 

 資料：秋田県の労働組合組織状況（秋田県産業労働部雇用労働政策課） 
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７　主要職業紹介の状況

（１）求人・求職の状況

（２）Aターン求職・就職状況

 平成23年度合計

 平成24年度合計

 平成25年度合計

 平成26年度合計

 平成27年度合計

 平成28年度合計

 資料：労働市場月報（秋田労働局職業安定部）

26,006

22,469

1.63

1.11

148 81

87,425

260,765

229,853

1,789 945 844 194 81 113 851,080 577 503

68

28年度

57,252

53,790

215,207

207,587

102,537

1,490 779 711 203 95 150108 952 528 424 82

590 471

170 84 86533

91176

671,683 889 794 209 84 125 1,061

66

2,159 1,111 1,048 261 98 163 1,186 653

103 1,099 597 502 147 81

610 535 221 82 139

1,916 1,012 904 216 113

計 男 女

2,083 1,098 985 282 97 185 1,145

計 男 女 計 男 女

区　分

求職者 就職者

全数 全数のうち技術者 全数 全数のうち技術者

計 男 女

1.43

有効常用 0.54 0.65 0.70 0.87 0.97
 求人倍率

新規常用 0.93 1.05 1.11 1.31

28,175

常　用 28,722 28,493 28,019 26,596 24,518
 就職件数

全　数 33,510 32,486 31,903 30,324

214,254 236,926 251,028

常　用 170,908 194,005 189,662 211,683 220,717

96,085 99,633

常　用 72,900 79,260 77,267 83,584 84,769
求
人
関
係

新規求人数
全　数 82,083 89,029 89,005

有効求人数
全　数 188,681 213,734

281,313 252,196 235,435

常　用 318,976 297,788 271,448 243,089 226,644

67,888 63,409

常　用 78,056 75,377 69,520 63,674 59,470
求
職
関
係

新規求職者数
全　数 83,448 80,268 74,182

有効求職者数
全　数 332,133 309,239

区　　分 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
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（３）新規学卒者職業紹介状況

（４）高等学校卒業者の県内就職率の推移

資料：秋田労働局

63.2% 60.3% 66.3% 64.5%

（6月末現在）

計 65.8% 63.3% 66.9% 66.7%

平成25年3月卒 平成26年3月卒 平成27年3月卒 平成28年3月卒

女 69.7% 67.6% 67.7% 69.7%

男

643 797 493 304就　職 1 1 0 2,342 1,395 947 1,545

3,816

902

902 644 797 493 304

求　人 2

313

平

成

29

年

3

月

卒

求　職 1 1 0 2,343 1,395 948 1,546

969 1,594 938 656 789 476就　職 2 1 1 2,383 1,414

3,348

790 476 314

求　人 1

2,388 1,417 971 1,598 941 657

840 668 874 554 320

平

成

27

年

3

月

卒

求　職 2 1 1

就　職 3 0 3 2,382 1,394 988 1,508

2,782

844 669 874 554 320

求　人 0

294

平

成

26

年

3

月

卒

求　職 3 0 3 2,387 1,398 989 1,513

971 1,602 925 677 832 538就　職 3 2 1 2,434 1,463

294

求　人 2 2,461

972 1,604 926 678 832 538

計 男 女

平

成

25

年

3

月

卒

求　職 3 2 1 2,436 1,464

計 男 女 計 男 女

（単位：人）

　　  　区分

卒業年月

中 学 校 卒 高　　等　　学　　校　　卒

合計 県内 県外

合　　　計 県　　　内 県　　　外

平

成

28

年

3

月

卒

求　職 3 3 0 2,319 1,354 965 1,546 873 673 773 481 292

求　人 3 3,684

就　職 3 3 0 2,319 1,354 965 1,546 873 673 773 481 292

平成29年3月卒

64.7%

67.9%

66.0%

（6月末現在）

資料：秋田労働局
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Ⅱ 各種統計指標比較 

 

  

　１　県内総生産 （単位：百万円）

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

 県内総生産（名目） 4,427,910 4,647,038 8,895,851 3,458,556 3,754,564 7,399,862

　２　工業関係 （単位：事業所、人、百万円）

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

 事業所数 1,547 2,281 2,928 1,871 2,662 3,971

 従業者数 55,122 84,546 111,372 59,145 96,471 150,230

 製造品出荷額等 1,702,308 2,366,978 4,017,070 1,215,257 2,550,977 4,915,726

※従業員４人以上の事業所

　３　商業関係 （単位：事業所、百万円）

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

 事業所数（卸売業） 3,747 3,571 8,845 2,856 3,282 5,210

 事業所数（小売業） 12,614 12,345 18,607 10,680 11,700 17,551

 年間商品販売額（卸売業） 1,759,232 1,605,342 7,681,458 1,024,762 1,217,466 2,257,206

 年間商品販売額（小売業） 1,235,032 1,250,435 2,362,681 1,050,714 1,142,490 1,941,425

　４　有効求人倍率（平成30年1月　季節調整値）

全国平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

 有効求人倍率 1.59 1.32 1.46 1.67 1.50 1.73 1.51

　　　　　　資料：厚生労働省

区　　　分

区　　　分

区　　　分

　　資料：平成26年商業統計

区　　　分

資料：平成26年度県民経済計算

　　　       　　　　　　　資料：平成28年経済センサス

　　　       　　　　　　　　　　平成28年秋田県の工業
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Ⅲ 関係機関一覧 

 

１ 国、他部局の関係地方機関 

事 務 所 名 
住                     所 

電 話 番 号 ・ Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

秋田労働局 雇用環境・均等室 

（企画担当） 

010-0951 秋田市山王七丁目 1 番 3 号    秋田合同庁舎４階 

ＴＥＬ  018-862-6684  ＦＡＸ 862-4300 

秋田労働局 雇用環境・均等室 

（指導担当） 

010-0951 秋田市山王七丁目 1 番 3 号    秋田合同庁舎４階 

ＴＥＬ  018-862-6684  ＦＡＸ 862-4300 

秋田労働局 職業安定部 

職業安定課 

010-0951 秋田市山王三丁目 1 番 7 号    東カンビル５階 

ＴＥＬ  018-883-0007  ＦＡＸ 865-6179 

秋田労働局 職業安定部 

職業対策課 

010-0951 秋田市山王三丁目 1 番 7 号    東カンビル５階 

ＴＥＬ  018-883-0010  ＦＡＸ 865-6179 

秋田労働局 職業安定部 

地方訓練受講者支援室 

010-0951 秋田市山王三丁目 1 番 7 号    東カンビル５階 

ＴＥＬ  018-883-0006  ＦＡＸ 865-6179 

秋田労働局 職業安定部 

需給調整事業室 

010-0951 秋田市山王三丁目 1 番 7 号    東カンビル５階 

ＴＥＬ  018-883-0007  ＦＡＸ 865-6179 

秋田公共職業安定所 
010-0065 秋田市茨島一丁目 12 番 16 号 

ＴＥＬ  018-864-4111  ＦＡＸ 864-1815 

  同 男鹿出張所 
010-0511 男鹿市船川港船川字新浜町 1 番 3号 

ＴＥＬ 0185-23-2411  ＦＡＸ  23-2760 

能代公共職業安定所 
016-0851 能代市緑町 5 番 29 号 

ＴＥＬ 0185-54-7311  ＦＡＸ  55-1698 

大館公共職業安定所 
017-0046 大館市清水一丁目 5 番 20 号 

ＴＥＬ 0186-42-2531 ＦＡＸ  49-4007 

   同  鷹巣出張所 
018-3331 北秋田市鷹巣字東中岱 26 番地の 1 

ＴＥＬ 0186-60-1586  ＦＡＸ  60-1243 

大曲公共職業安定所 
014-0034 大仙市大曲住吉町 33 番 3 号 

ＴＥＬ 0187-63-0335  ＦＡＸ  62-1093 

   同  角館出張所 
014-0372 仙北市角館町小館 32 番 3 号 

ＴＥＬ 0187-54-2434  ＦＡＸ  55-4952 

本荘公共職業安定所 
015-0013 由利本荘市石脇字田尻野 18 番 1号 

ＴＥＬ 0184-22-3421  ＦＡＸ  22-8640 

横手公共職業安定所 
013-0033 横手市旭川一丁目 2 番 26 号 

ＴＥＬ 0182-32-1165  ＦＡＸ  32-8048 

湯沢公共職業安定所 
012-0033 湯沢市清水町四丁目 4番 3 号 

ＴＥＬ 0183-73-6117  ＦＡＸ  72-3744 

鹿角公共職業安定所 
018-5201 鹿角市花輪字荒田 82 番 4 号 

ＴＥＬ 0186-23-2173  ＦＡＸ  23-7448 

鹿角地域振興局総務企画部 
018-5201 鹿角市花輪字六月田 1番地 

ＴＥＬ 0186-22-0457  ＦＡＸ  23-5574 

北秋田地域振興局総務企画部 
018-3393 北秋田市鷹巣字東中岱 76 番地の 1 

ＴＥＬ 0186-62-1251  ＦＡＸ  63-0496 

山本地域振興局総務企画部 
016-0815 能代市御指南町 1番 10 号 

ＴＥＬ 0185-55-8004  ＦＡＸ  55-2296 

秋田地域振興局総務企画部 
010-0951 秋田市山王四丁目 1 番 2 号 

ＴＥＬ 018-860-3313  ＦＡＸ 860-3860 

由利地域振興局総務企画部 
015-8515 由利本荘市水林 366 番地 

ＴＥＬ 0184-22-5432  ＦＡＸ  22-6683 

仙北地域振興局総務企画部 
014-0062 大仙市大曲上栄町 13 番 62 号 

ＴＥＬ 0187-63-5114  ＦＡＸ  63-6369 

平鹿地域振興局総務企画部 
013-8502 横手市旭川一丁目 3 番 41 号 

ＴＥＬ 0182-32-0594  ＦＡＸ  32-8349 

雄勝地域振興局総務企画部 
012-0857 湯沢市千石町二丁目 1番 10 号 

ＴＥＬ 0183-73-8191  ＦＡＸ  72-5057 

  



- 89 - 

 

２ 関係各種団体一覧 

 

区   分 〒 所 在 地 電話番号 代 表 者 

[産業政策課・デジタルイノベーション戦略室] 

(一社)秋田県計量協会 010- 

0944 

秋田市川尻若葉町１－５ 

(秋田県計量検定センター内) 

018 

865-2671 

 会長 

森 洋 

 秋田県商工会議所連合会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田商工会議所内 

018 

866-6674 

 会長 

三浦 廣巳 

 秋田県商工会連合会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館４階 

018 

863-8491 

 会長 

村岡 淑郎 

 秋田県中小企業団体中央会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館５階 

018 

863-8701 

 会長 

藤澤 正義  

 秋田県信用保証協会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館２･３階 

018 

863-9011 

 会長 

関根 浩一 

(一財)秋田経済研究所 010- 

8655 

秋田市山王３－２－１ 018 

863-5561 

 理事長 

藤原 清悦 

 (一社)秋田経済同友会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館６階 

018 

863-1349 

代表幹事 

小笠原 直樹 

那波 三郎右衛門 

北嶋  末治 

 (一社)秋田県情報産業協会 010- 

1623 

秋田市新屋町字砂奴寄 4-11 

(産業技術センター内) 

018 

862-9820 

 会長 

江畑 佳明 

[地域産業振興課・輸送機産業振興室] 

 (公財)あきた企業活性化センタ

ー 

010- 

8572 

秋田市山王３－１－１ 

秋田県第二庁舎２階 

018 

860-5603 

 理事長 

岩澤 道隆 

 (一社)秋田県機械金属工業会 010- 

8572 

秋田市山王３－１－１ 

秋田県第二庁舎２階 

（(公財)あきた企業活性化セ

ンター内） 

018 

862-5113 

 会長 

藤澤 正義  

 秋田県電子工業振興協議会 010- 

8572 

018 

867-8422 

 会長 

齊藤 健悦 

 秋田県アパレル産業振興協議会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

(秋田県中小企業団体中央会内) 

018 

863-8701 

 会長 

佐賀 善美 

 (公財)本荘由利産学振興財団 015- 

0051 

由利本荘市川口字大覚 182 0184 

22-3488 

 理事長 

長谷部 誠 

 秋田県発明協会 010- 

1633 

秋田市新屋鳥木町１－４７ 

株式会社道光産業内 

018 

828-8728 

 会長 

吉田 徹 

 秋田県伝統的工芸品等産業振興

協議会 

010- 

8572 

秋田市山王３－１－１ 018 

860-2231 

 会長 

水澤 聡 

 (一財)秋田県建設・工業技術セ

ンター 

010- 

0941 

秋田市川尻町字大川反１７０

番地１７７ 

018 

863-4421 

 理事長 

石黒 亙 

[商業貿易課]     

 (一社)秋田県貿易促進協会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館５階 

018 

896-7366 

 会長 

齊藤 健悦 

 日本貿易振興機構（ジェトロ） 

秋田貿易情報センター 

010- 

0951 

秋田市山王２－１－４０ 

田口ビル１階 

018 

865-8062 

 所長 

藤原 康子 

 秋田県商店街振興組合連合会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

(秋田県中小企業団体中央会内) 

018 

863-8701 

 理事長 

平澤 孝夫 



- 90 - 

 

区   分 〒 所 在 地 電話番号 代 表 者 

[資源エネルギー産業課]     

 (一財)秋田県鉱業会 010- 

0951 

秋田市山王３－１－７ 

東カンビル 

018 

863-4616 

 理事長 

宮川 昌樹 

 (一財)秋田県資源技術開発機構 017- 

0202 

鹿角郡小坂町小坂鉱山字古館

９－３ 

0186 

29-3100 

 理事長 

水澤 聡 

 秋田県都市ガス協会 010- 

0029 

秋田市楢山川口境１－１ 

（東部ガス㈱内） 

018 

832-6595 

 会長 

高橋 秀則 

 (一社)秋田県ＬＰガス協会 010- 

0951 

秋田市山王３－１－７ 

東カン秋田ビル３階 

018 

862-4918 

 会長 

木村   繁 

 秋田県高圧ガス協会 010- 

0951 

秋田市山王３－１－７ 

東カン秋田ビル３階 

018 

862-4918 

 会長 

相場 栄利 

 秋田県高圧ガス地域防災協議会 010- 

0021 

秋田市楢山登町 1-20 

（㈱相場商店内） 

018 

833-8767 

 会長 

相場 栄利 

 秋田県冷凍設備保安協会 010- 

0802 

秋田市外旭川四百刈２２ 

（秋田中央小売市場内） 

080 

8206-0265 

 会長 

鈴木 公一郎 

 秋田県冷凍空調設備工業会 011- 

0946 

秋田市土崎港中央１-５-２７ 

（松澤電気工事㈱内） 

018 

857-4168 

 理事長 

丸藤 孝雄 

 秋田県火薬類保安協会 010- 

0951 

秋田市山王６－１８－２３ 

（佐弘ビル２階） 

090-6685 

-8648 

 会長 

菅原 廣悦 

 秋田県銃砲火薬商組合 010- 

0921 

秋田市大町３－３－１１ 

（㈱三田商店秋田支店内） 

018 

823-2141 

 組合長 

佐々木 満 

 日本煙火協会秋田地区会 019- 

1701 

大仙市神宮寺字下金葛３２０ 

（㈱北日本花火興業内） 

0187 

72-2205 

 会長 

今野 義和 

 (一社)秋田県採石業協会 010- 

0951 

秋田市山王６－１５－１１ 

 

018 

823-1482 

 会長 

菅原 廣悦 

（一社)秋田県採石協会 018- 

  0143 

にかほ市象潟町小砂川字タカ

コヤ６－３５ 

（川越工業㈱内） 

0184 

46-2221 

会長 

川越 恵次 

[雇用労働政策課]     

 日本労働組合総連合会秋田県連

合会（連合秋田） 

010- 

0001 

秋田市中通６－７－３６ 

秋田県労働会館２階 

018 

833-0505 

 会長 

黒﨑 保樹 

 秋田県労働組合総連合（県労連） 010- 

0001 

秋田市中通７－２－２１ 

くらしと労働会館２階 

018 

834-1808 

 議長 

星野 博之 

 (一社)秋田県経営者協会 010- 

0923 

秋田市旭北錦町１－４７ 

秋田県商工会館５階 

018 

864-0812 

 会長 

藤原 清悦 

 秋田県職業能力開発協会 010- 

1601 

秋田市向浜１－２－１ 018 

862-3510 

 会長 

髙橋 昌一 

 (独)高齢･障害･求職者雇用支援機構 

秋田支部 秋田職業能力開発促進セ

ンター（ポリテクセンター秋田） 

010- 

0101 

潟上市天王字上北野４-１４３ 
018 

873-3177 

 所長 

渡部 明 

 (独)高齢･障害･求職者雇用支援機構 

秋田支部 秋田障害者職業センター 

010- 

0944 

秋田市川尻若葉町４－４８ 018 

864-3608 

 所長 

齋藤 喜代美 

 (独)高齢･障害･求職者雇用支援機構 

秋田支部 高齢・障害者業務課 

010- 

0101 

潟上市天王字上北野４-１４３ 018 

872-1801 

 支部長 

渡部 明 
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(公財)産業雇用安定センター 

秋田支部 

010- 

0951 

秋田市山王３－１－７ 

東カンビル４階 

018 

823-7024 

 所長 

今野 真人 

 (公財)介護労働安定センター 

秋田支部 

010- 

0061 

秋田市卸町４－６－４７ 

第一レインボウビル３階 

018 

853-5177 

支部長 

富樫 博明 

(公財)秋田県ふるさと定住機構 010- 

1413 

秋田市御所野地蔵田３-１-１ 

秋田テルサ３階 

018 

826-1731 

 理事長 

水澤 聡 

 (公社)秋田県シルバー人材セン

ター連合会 

010- 

0951 

秋 田 市 山 王 ６ － １ － １ ３   

山王プレスビル８階 

018 

888-4680 

 会長 

小野 忠儀 

 秋田県社会保険労務士会 010- 

0921 

秋田市大町３－２－４４ 

協働大町ビル３階 

018 

863-1777 

 会長 

舘岡 睦彦 

 

   ※平成３０年４月１日現在の情報を掲載しています。 
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